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2019 年 11 月 12 日 

日本原燃株式会社 

再処理事業部 原子力防災訓練計画 事前説明（５週間前説明）について 

現在、当社再処理事業部は、原子力事業者防災業務計画に基づく総合訓練を２０１９年

１２月１７日（火）に計画している。本訓練の実施に先立ち、訓練計画および評価指標に

対する対応（主に「Ｐ」、「Ｄ」に関する内容）を説明する。 

１．訓練計画説明に係る面談時の確認事項に対する説明 

全般 

○訓練計画〈資料〉 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度訓練の目的・達成目標 

・主な検証項目 

・実施・評価体制 

・訓練の項目・内容（防災業務計画の記載との整合） 

・訓練シナリオ 

-プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

-現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

・その他 

－ＥＲＳＳ／ＳＰＤＳの使用 

－ＣＯＰの様式 

－即応Ｃ、緊対所レイアウト図 

－ＥＲＣ対応ブース配席図、役割分担 

－ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧） 

○評価指標のうち、主に［Ｐ］、［Ｄ］に関する内容〈資料〉 

⇒詳細は以下参照 

○事業者とＥＲＣの訓練コントローラ間の調整 

⇒詳細は以下参照 

注意： 

・〈資料〉となっているものは面談資料として提示頂くもの（訓練シナリオ（非提示型の場

合）、個人名連絡先など、必要な箇所にはマスキング処理をお願いします。） 

・ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略の進

捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様式や名称は異な

る。 

○説明 

・中期計画上の今年度訓練の位置付けについて、資料１に示す。 

・今年度訓練の目的・達成目標、主な検証項目、実施・評価体制、訓練の項目・内容（防

災業務計画の記載との整合）について、資料２～３に示す。 

・訓練シナリオについて、資料４に示す。 

・その他については、資料５～１０に示す。 
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○説明資料 

 ・資料１ 中長期計画に基づく今年度訓練の位置付け 整理表 

 ・資料２ ２０１９年度 再処理事業部 防災訓練実施計画書（案） 

 ・資料３ ２０１９年度全社対策本部 防災訓練（総合訓練）実施計画書 

 ・資料４ 再処理事業部 原子力防災訓練（総合訓練）シナリオ（簡略版） 

・資料５ ＣＯＰ資料一式 

・資料６ 再処理 事業部対策本部レイアウト図 

・資料７ ＥＲＣ配備資料（目次）

・資料８ 資料８ 指標１：情報共有のための情報フロー

・資料９ 指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有

・資料１０ 指標３：情報共有のためのツール等の活用

指標１：情報共有のための情報フロー 

○事務所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フロー 

・情報フローとは、次の５つの情報 

－①ＥＡＬに関する情報 

－指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④

戦略の進捗状況） 

－⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答 

について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的で、どのようにの観点からみた、

情報伝達の一連の流れをいう。 

○情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題を踏まえた改善点を明示する

こと 

・情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を

反映したものとしているかを確認する。 

○説明 

 ・事務所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローについて、資料８に示

す。 

○説明資料 

・資料８ 指標１：情報共有のための情報フロー 

指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有 

○ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考え方の説明 

○説明 

 ・ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考え方について、資料９に示す。 

○説明資料 

・資料９ 指標２：ＥＲＣプラント班との情報共有 
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指標３：情報共有のためのツール等の活用 

（３－１ プラント情報表示システムの使用） 

○使用するプラント情報表示システムの説明（実発災時とシステムの差異も説明） 

（３－２ リエゾンの活動） 

○事業者が定めるリエゾンの役割に関する説明 

（３－３ ＣＯＰの活用） 

○ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度に関する説明 

（３－４ ＥＲＣ備付け説明の活用） 

○説明 

 ・情報共有のためのツール等の活用（プラント情報表示システムの使用、ＥＲＣリエゾ

ンの活動、役割）について、資料１０に示す。 

 ・ＣＯＰの作成頻度について、資料１１に示す。 

 ・ＥＲＣ備付け資料の活用について、資料１２に示す。 

○説明資料 

・資料１０ 指標３：情報共有のためのツール等の活用 

 ・資料１１ 行動規範（ガイドライン） 抜粋（ブリーフィングの実施と説明資料（Ｃ

ＯＰ資料）） 

 ・資料１２ ＥＲＣ対応心得（変更案） 抜粋（配備資料の説明） 

指標４：確実な通報・連絡の実施 

（①通報文の正確性） 

○通報ＦＡＸ送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等があった際の対応 

○発出したＥＡＬが非該当となった場合の対応 

○通報に使用する通信機器の代替手段 

（②ＥＡＬ判断根拠の説明） 

 － 

（③１０条確認会議等の対応） 

○１０条確認会議、１５条認定会議の事業者側対応予定者の職位・氏名 

（④第２５条報告） 

○２５条報告の発出タイミングの考え方 

○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリオ上の２５条報告のタイミング、回数（訓

練シナリオ中にも記載すること） 

○説明 

①通報文の正確性 

＜通報 FAX 送信前の通報文チェック体制＞ 

・通報文作成チームが「通報文作成時確認チェックシート」を用いて、記載内容の誤

記や記載漏れを防止する。また通報文作成時に、事業部対策本部内の機能班による

内容確認を行う。詳細を資料１４に示す。 

＜通報文に誤記等があった際の対応＞ 

・通報文の誤記等が発生した場合には、訂正箇所をマーキング、取消し線などで明示
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２０１９年度 再処理事業部 原子力防災訓練（総合訓練）実施計画書（案） 

１．訓練の目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節 ２」に基づき実施

するものである。 

今回の訓練では、「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」および「再処理事業部非常時の措置

に係る中長期訓練計画」に基づき、今年度の重要課題としている「本部要員の交代に伴う引継ぎに関する

手順の有効性の確認」および「複数施設発災を想定した難度の高いシナリオによる訓練の実施」において、

以下の対応が適切に実施できることを確認することを目的とする。 

・事業部対策本部から即応センターに対して適切に状況報告が行われること。 

・事業部対策本部内、即応センター間で適切に情報共有されていること。 

・適切な通報（時間、内容確認）、通報内容に対する適切な説明ができること。 

・全社および他事業部への協力要請、応援対応の情報共有、体制、手順等が有効であること。 

（２０１９年度：単独施設発災想定） 

・厳冬期等の過酷環境下での作業における体制、手順等が有効であること。 

また、上記に加え、前年度反省事項の改善状況検証を目的とする。 

以上の目的を達成するため、達成目標および検証項目を以下のとおり設定し、原子力災害に対する緊急

時対応能力の習熟・向上を図る。

（１）達成目標：事業部対策本部（以下「本部」）から即応センター（ＥＲＣ対応室）に対し、適切な

状況報告ができること。 

検証項目：①複数施設発災の状況において、本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）へ情報提供を

行う際、ＣＯＰ資料（「事故・プラントの状況」、「進展予測と事故収束対応戦略」、「戦

略の進捗状況」）を活用した情報提供ができること。 

②本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）へ状況報告を行う際、ＥＲＳＳ（訓練モード）

表示情報を用いた状況報告ができること。 

（２）達成目標：本部内および本部と即応センター（ＥＲＣ対応室）間で適切に情報共有ができること。 

検証項目：①本部は、複数施設発災の状況において、運用ルール（情報伝達のフロー図、ブリーフ

ィングの開催ルール）に従い、本部内での情報連絡・情報共有ができること。 

      ②本部は、複数施設発災の状況において、運用ルール（情報伝達のフロー図）に従い、

即応センター（ＥＲＣ対応室）との情報共有ができること。 
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（３）達成目標：適切な通報連絡、通報内容に対する説明ができること。 

検証項目：①本部は、複数のＥＡＬ判断が発生する状況において、原災法第１０条および第１５条

における通報文を所定の時間内に送付できること。 

②本部は、本部内に通報文確認体制を構築し、確認ツールを使用した発信前の記載チェ

ックを行い、通報文に誤記・記載漏れがないこと。 

③即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数のＥＡＬ判断が発生する状況において、原災

法第１０条および第１５条における通報文の原因事象・判断根拠を説明できること。 

④即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数施設発災の状況において、本部から入手した

ＣＯＰ資料を活用し、事故状況・進展予測・対応戦略・進捗状況を説明できること。 

⑤即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数施設発災の状況において、ＥＲＳＳの表示情

報、ＥＲＣ配備資料を用いて、施設状況の説明ができること。 

（４）達成目標：全社対策本部への協力要請が適切に実施できること。 

    検証項目：①本部は、複数施設発災の状況において、防災業務計画に定められた体制・時期に基づ

き、全社対策本部に対し協力要請ができること。 

②本部は、運用ルールに従い、全社対策本部への情報連絡・情報共有ができること。 

（５）達成目標：厳冬期等の過酷環境下での作業を適切に実施できること。 

    検証項目：外部作業を実施する班は、過酷環境（冬季屋外作業）を想定した対策作業を問題なく 

実施できること。 

（６）達成目標：参集要員への引継ぎが適切に実施できること。 

    検証項目：①副原子力防災管理者は、事業部対策本部の指揮を行う原子力防災管理者（事業部長）

および本部員の一部（副事業部長、工場長）が所内不在時に、本部長として事業部

対策本部を立ち上げ、初動対応を行えること。 

②副原子力防災管理者は、参集してきた原子力防災管理者に対し、引継ぎ作業を実施し、

本部機能を維持できること。 

（７）達成目標：２０１８年度総合訓練で抽出した要改善事項に対する改善が図られていること。 

検証項目：２０１８年度総合訓練で抽出した要改善事項に対する改善策が、有効に機能しているこ

と。 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０１９年１２月１７日（火）１３：００～１６：００（予定）（反省会含む） 

（２）対象施設 

再処理施設、廃棄物管理施設 
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（３）実施場所 

   再処理施設、廃棄物管理施設、再処理事務所西棟（緊急時対策所、ＥＲＣ対応室）、事務本館、東

京支社、青森地域共生本社、オフサイトセンター、原子力事業所災害対策支援拠点（第１千歳平寮） 

３．実施体制、評価体制および訓練対象者 

（１）実施体制 

（２）評価体制 

再処理施設（対策本部、現場）に複数の評価者を配置し、評価者による評価チェックシートを用いた

評価および訓練終了後に訓練参加者による訓練反省会等を通じて、要改善事項の抽出を行う。 

（３）訓練対象者 

   再処理事業部対策組織要員 

４．防災訓練の項目

  総合訓練 

５．防災訓練の内容

 （１）通報訓練 

（２）救護訓練 

（３）モニタリング訓練 

（４）避難誘導訓練 

（５）その他必要と認める訓練 

・対策組織等の設営訓練 

・ＥＲＣ対応訓練 

・重大事故対応の習熟訓練 

情報提供 







添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

別表２  原災法第 10 条第１項に基づく通報基準

原子力災害対策指針は「指針」、また指針で示す緊急時活動レベルは、「ＥＡＬ」と略して別表中に示す。

適用する施設の凡例  (再)：再処理施設、(廃)：廃棄物管理施設、(共)再処理施設・廃棄物管理施設共通 

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

ＳＥ０２／ 

(共)通常放出経

路での気体放射

性物質の放出 

(共) 

施行令第４条第４項第２号 

当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排

気筒、排水口その他これらに類する場所において、当該原子力

事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水

準が第１項に規定する放射線量に相当するものとして原子力

規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制

委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

第１項に規定する放射線量：５μSv/h  ＳＥ０１参照。 

(廃） 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタの警報が発報し、

且つ、ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気口から放出

される放射性物質の量が、表面汚染密度測定用サーベイメータ

による測定により、次に示す値以上が確認された場合。 

 アルファ線を放出しない核種：2×1010Ｂｑ 

(再） 

（１）主排気筒排気モニタ（中レンジ）による測定により、

1.5×105min-1 以上の計測値が検出された場合。 

（２）主排気筒の排気口から放出される気体放射性物質の放出

量が次に示す値以上となった場合。 

アルファ線を放出する核種：3×108Ｂｑ 

アルファ線を放出しない核種：8×1010Ｂｑ 

なお、線種が１種類の場合は、当該線種についてそれぞれ

の放出が想定される場合が該当。線種が２種類の場合は、放

出量に対する、それぞれの想定放出量の割合の総和が一を超

える場合とする。 

(共) 

ＳＥ０２が検出された場合は、ＧＥ０２にも該当するため、Ｓ

Ｅ０２とＧＥ０２は同時に検出されたものとして、特定事象の

通報様式により、通報を行う。 

訓練



添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

（つづき） 

ＳＥ０２／ 

通常放出経路で

の気体放射性物

質の放出 

ＳＥ０３／ 

通常放出経路で

の液体放射性物

質の放出 

（つづき） 

通報すべき事象等に関する規則第５条第１項（原子力規制委員

会規則で定める基準、原子力規制委員会規則で定めるところ）

令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準

及び同号の規定による放射性物質の検出は、加工事業者、原子

炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、次

の表（本表「添付」参照）の左欄に掲げる場合に応じ、基準に

ついてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出について

はそれぞれ同表の右欄に掲げるところによるものとする。 

通報すべき事象等に関する規則第５条第２項（原子力規制委員

会規則で定める基準、原子力規制委員会規則で定めるところ）

令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準

及び同号の規定による放射性物質の検出は、再処理事業者にあ

っては、空気中の放射性物質については前項の規定によるもの

とし、水中の放射性物質については当該放射性物質による実効

線量が 50μＳｖとなる値を、１回の海洋放出中に検出すること

とする。 

［指針 施設敷地緊急事態を判断する EAL⑦］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基

づく通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線

量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合

を除く。）。



添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

別表２  原災法第 10 条第１項に基づく通報基準  添付

場合 基準 検出

一 検出された放射

性物質の種類が明ら

かで、かつ、１種類の

放射性物質である場

合

イ 濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、放射性物質の種類に

応じた空気中濃度限度を排気筒その他これらに類する場所における１秒間当たりの放

出風量で除して得た値に、当該放射性物質が放出される地点の特性に係る別表に基づ

く係数を乗じて得た値

イの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。

ロ 放射能の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、放射性物質の種類

に応じた空気中濃度限度に、当該放射性物質が放出される地点の特性に係る別表に基

づく係数を乗じて得た値

ロの値を累積（原子炉の運転等のための施

設の通常の運転状態における放射性物質

の放出による累積を除く。）して検出する

こと。

ハ 水中の放射性物質にあっては、放射性物質の種類に応じた水中濃度限度に 50 を乗

じて得た値

ハの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。

二 検出された放射

性物質の種類が明ら

かで、かつ、２種類以

上の放射性物質があ

る場合

イ 濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、それらの放射性物質

の濃度のそれぞれその放射性物質の濃度についての前号イの規定により得られた値に

対する割合の和が一となるようなそれらの放射性物質の濃度

イの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。

ロ 放射能の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、それらの放射性物

質の放射能のそれぞれその放射性物質の放射能についての前号ロの規定により得られ

た値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性物質の放射能の値

ロの値を累積（原子炉の運転等のための施

設の通常の運転状態における放射性物質

の放出による累積を除く。）して検出する

こと。

ハ 水中の放射性物質にあっては、それらの放射性物質の濃度のそれぞれその放射性物

質の濃度についての前号ハの規定により得られた値に対する割合の和が一となるよう

なそれらの放射性物質の濃度

ハの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。



添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

場合 基準 検出

三 検出された放射

性物質の種類が明ら

かでない場合

イ 濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、空気中濃度限度（当

該空気中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）

を排気筒その他これらに類する場所における１秒間当たりの放出風量で除して得た値

のうち、最も低いものに、当該放射性物質が放出される地点の特性に係る別表に基づ

く係数を乗じて得た値 

イの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。 

ロ 放射能の測定により管理すべき空気中の放射性物質にあっては、空気中濃度限度（当

該空気中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）

のうち、最も低いものに、当該放射性物質が放出される地点の特性に係る別表に基づ

く係数を乗じて得た値 

ロの値を累積（原子炉の運転等のための施

設の通常の運転状態における放射性物質

の放出による累積を除く。）して検出する

こと。 

ハ 水中の放射性物質にあっては、水中濃度限度（当該水中に含まれていないことが明

らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち、最も低いものに 50 を乗じ

て得た値 

ハの値を 10 分間以上継続して検出するこ

と。 

上記表中に記載の「別表」、「空気中濃度限度」及び「水中濃度限度」については、通報すべき事象等に関する規則参照。



添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

別表３  原災法第 15 条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準

原子力災害対策指針は「指針」、また指針で示す緊急時活動レベルは、「ＥＡＬ」と略して別表中に示す。 

適用する施設の凡例  (再)：再処理施設、(廃)：廃棄物管理施設、(共)再処理施設・廃棄物管理施設共通 

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

ＧＥ０２／ 

(共)通常放出経

路での気体放射

性物質の放出 

(共) 

施行令第６条第４項第１号 

第４条第４項第２号に規定する場所において、当該原子力事業所

の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が前項

第１号に定める放射線量に相当するものとして原子力規制委員

会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則

で定めるところにより検出されたこと。 

(廃) 

通報すべき事象等に関する規則第 12 条第１項（原子力規制委員

会規則で定める基準及び原子力規制委員会規則で定めるところ）

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準及

び同号の規定による放射性物質の検出は、加工事業者、原子炉設

置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、第５条の

表の上覧に掲げる場合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中

欄に掲げるものとし、検出についてはそれぞれ同表の下欄に掲げ

るところによるものとする。 

(再) 

通報すべき事象等に関する規則第 12 条第２項（原子力規制委員

会規則で定める基準及び原子力規制委員会規則で定めるところ）

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準及

び同号の規定による放射性物質の検出は、再処理事業者にあって

は、空気中の放射性物質については前項の規定によるものとし、

水中の放射性物質については当該放射性物質による実効線量が

５ｍＳｖとなる値を、１回の海洋放出中に検出することとする。

(廃) 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタの警報が発報し、

且つ、ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気口から放

出される放射性物質の量が、表面汚染密度測定用サーベイメ

ータによる測定により、次に示す値以上が確認された場合。 

 アルファ線を放出しない核種：2×1010Ｂｑ 

(再) 

（１）主排気筒排気モニタ（中レンジ）による測定により、

1.5×105min-1以上の計測値が検出された場合。 

（２）主排気筒の排気口から放出される気体放射性物質の放

出量が次に示す値以上となった場合。 

アルファ線を放出する核種：3×108Ｂｑ 

アルファ線を放出しない核種：8×1010Ｂｑ 

なお、線種が１種類の場合は、当該線種についてそれぞ

れの放出が想定される場合が該当。線種が２種類の場合は、

放出量に対する、それぞれの想定放出量の割合の総和が一

を超える場合とする。 

ＧＥ０３／ 

(共)通常放出経

路での液体放射

性物質の放出 

(再) 

排水口から放出される液体放射性物質の放出量が次に示す値

以上となった場合。 

H-3：5.6×1019Ｂｑ、I-129：6.7×1014Ｂｑ 

I-131：2.2×1015Ｂｑ、その他α：6.1×1013Ｂｑ 

その他βγ： 2.7×1015Ｂｑ 

なお、核種が１種類の場合は、当該核種についてそれぞれの

放出が想定される場合が該当。核種が２種類以上の場合は、

放出量に対する、それぞれの想定放出量の割合の総和が一を

超える場合とする。 



添付資料

訓練用（ＳＥ０２・ＧＥ０２抜粋）

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

（つづき） 

ＧＥ０２／ 

通常放出経路で

の気体放射性物

質の放出 

ＧＥ０３／ 

通常放出経路で

の液体放射性物

質の放出 

（つづき） 

(共) 

［指針 全面緊急事態を判断する EAL⑤］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づ

く緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放

射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場

合を除く。）。 

（つづき） 



添付資料

訓練用（ＡＬ３０抜粋）

別表１ 警戒事象発生の連絡基準

原子力災害対策指針は「指針」、また指針で示す緊急時活動レベルは、「ＥＡＬ」と略して別表中に示す。

適用する施設の凡例  (再)：再処理施設、(廃)：廃棄物管理施設、(共)再処理施設・廃棄物管理施設共通

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

冷
や
す

ＡＬ３０／

(再)使用済燃料貯

蔵槽の水位維持

の逸脱

(再) 
［指針 警戒事態を判断する EAL③］

使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽

の水位を一定時間以上測定できないこと。

(再)
(１) 「水位を維持できない」とは、漏えい若しくは蒸発など

により使用済燃料貯蔵槽の水位低下が継続し、補給水設備若し

くは可搬式消防ポンプ等により貯蔵槽への水補給を行っても

水位低下傾向が止まらない場合、可搬型計測器により「燃料集

合体頂部より上方 3.3ｍの水位に低下すること」を確認した場

合をいう。 

(２)「水位を測定できない」とは、プール水位計又は可搬型計

測器によって液面の位置が確認できない場合をいう。 

(３)「一定時間」とは、測定できない状況を解消するために準

備している措置を実施するまでに必要な時間をいう。 

(４)「燃料集合体頂部より上方 3.3ｍの水位」とは、可搬型計

測器（超音波式）を使用する場合に、使用済燃料貯蔵槽開口部

周辺の手摺上端（測定点）から水面までの距離が 5.4ｍの場合

をいう。

訓練



添付資料

訓練用（ＳＥ３０抜粋）

別表２  原災法第 10 条第１項に基づく通報基準

原子力災害対策指針は「指針」、また指針で示す緊急時活動レベルは、「ＥＡＬ」と略して別表中に示す。

適用する施設の凡例  (再)：再処理施設、(廃)：廃棄物管理施設、(共)再処理施設・廃棄物管理施設共通 

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

冷
や
す

ＳＥ３０／ 

(再)使用済燃料

貯蔵槽の水位の

異常 

(再) 

通報すべき事象等に関する規則第７条第１号リ（１） 

［指針 施設敷地緊急事態を判断する EAL①］ 

使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方

２メートルの水位まで低下すること。 

(再) 

（１）「燃料集合体頂部より上方２ｍの水位に低下すること」

とは、可搬型計測器により「燃料集合体頂部より上方２ｍの水

位に低下すること」を確認した場合をいう。なお、燃料集合体

頂部の位置は搬送時を含まない。 

（２）「燃料集合体頂部より上方２ｍの水位」とは、可搬型測

定器（超音波式）を使用する場合に、使用済燃料貯蔵槽開口部

周辺の手摺上端（測定点）から水面までの距離が 6.7ｍの場合

をいう。



添付資料

訓練用（ＧＥ３０抜粋）

別表３  原災法第 15 条第１項の原子力緊急事態宣言発令の基準

原子力災害対策指針は「指針」、また指針で示す緊急時活動レベルは、「ＥＡＬ」と略して別表中に示す。 

適用する施設の凡例  (再)：再処理施設、(廃)：廃棄物管理施設、(共)再処理施設・廃棄物管理施設共通 

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

冷
や
す

ＧＥ３０／ 

(再)使用済燃料

貯蔵槽の水位の

著しい異常 

(再) 

通報すべき事象等に関する規則第 14 条第１号リ（２） 

［指針 全面緊急事態を判断する EAL②］ 

使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位ま

で低下すること。 

(再) 

「燃料集合体の頂部の水位まで低下すること」とは、可搬型計

測器により燃料集合体の頂部の水位までの低下を確認した場合

をいう。 

また、使用済燃料貯蔵槽のプール水位計による水位の計測でき

ない状態において、使用済燃料貯蔵槽周辺の放射線量が著しく

上昇し立入りが困難な状態となり、可搬型計測器による水位の

確認ができない場合をいう。 















対策 要　・　否

要　・　否

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　　　・　　　拡

建屋

状態

建屋

初　・　発　・　拡　・　放

溶媒火災

対策 要　・　否

燃料損傷

対策

その他漏えい

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ｈ ⇒
月　　日
：

頂部までの水位

有 ・ 無

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

ＣＡ

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

℃

℃

℃

℃

制限温度 猶予時間

到達日時到達日時猶予時間

2ｍ（ＳＥ30）

第１電源車

電
源
設
備

Ｅ
Ａ
Ｌ

負
傷
者
な
ど

μＳｖ

ＡＬ

ＳＥ

ＧＥ

判断時間 モニタリングカー

第１非常用Ｄ/Ｇ　Ａ系

第２非常用Ｄ/Ｇ　Ａ系

運転予備用Ｄ/Ｇ

状態 状態

放射性物質の放出（ＥＲＳＳ参照）

区分

判断時間

区分

判断時間

区分

：：

第３電源車

到達日時

設備

第１非常用Ｄ/Ｇ　Ｂ系

第２非常用Ｄ/Ｇ　Ｂ系

予備用Ｄ/Ｇ（廃棄物）
第２電源車

頂部までの水位

クリティカル情報（　　　　：　　　時点）

現在水位

到達（ＧＥ30） ｈ ⇒

⇒

制限温度 猶予時間

要　・　否

水素爆発

対策 要　・　否

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

ＧＣ ユーティリティ建屋

Ｆ 使用済燃料受入・貯蔵建屋

ＡＡ
その他特記事項

重
大
事
故
対
策
情
報

ガラス固化貯蔵建屋

高レベル廃液ガラス固化建屋

制限濃度

８ｖｏｌ
/％
（EAL
AL４４）

猶予時間

ｈ ⇒

廃棄物
ガラス貯蔵

ガラス
固化設備

使用済燃料
貯蔵プール

ＡＣ 精製建屋 ＧＡ 非常用電源建屋

建屋略称一覧 ＢＡ ウラン脱硝建屋

100℃
（ＡＬ29）

運転
状態

負圧

冷却
水系

再処理本体

前処理建屋 ＣＡ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 Ｅ

態勢COP①　再処理 設備状況ＣＯＰ

建屋 対象

燃料プール水位

： ： ：

： ： ：

状態・対策建屋種類

建屋

：

臨界 状態 拡　　　・　　　放

対策 要　・　否

ＡＢ

ＡＣ

ＣＡ

ＫＡ

猶予時間

ｍ

建屋 対象 現在温度

100℃
燃料プール水漏えい

120℃
（ＧＥ29）

到達日時

蒸発乾固

対策

災害情報

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒
月　　日
：

建屋

ＡＡ

設備

外部電源

再）重大事故対応

時間 現在

月　　日
：Ｆ

Ｆ

水
素
掃
気

プ
ー
ル
水

、
蒸
発
乾
固

燃料プール水温 ℃

建屋 対象※１ 現在温度

ＫＡ 貯槽（　　　　　　　） ℃

月　　日
：

到達日時

ＡＢ 分離建屋 ＣＢ ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ＫＡ

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

月　　日
：

主
要
設
備

到達日時 設備

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

対象※１

ｈ ⇒

ｈ ⇒

制限温度 猶予時間

設備状態凡例 ○：運転中、Ｓ：待機中（使用可能）、△：電源・燃料等の喪失および分解点検等伴い使用不能であるが復旧可能 ▲：準備中、■：確認中または未対応、×：故障、損傷により使用不能 ※１：最も厳しい貯槽を記載。

重大事故状態凡例：初：初動対応（アクセスルート確認）、発：発生防止対策、拡：拡大防止対策、放：異常な水準の放出防止対策



①第１非常用ディーゼル発電機Ａ、Ｂ　（設置建屋：ＦＡ建屋　給電対象：Ｆ施設非常用母線（＝プール冷却）

第１非常用
ディーゼル
発電機Ａ

第１非常用
ディーゼル
発電機Ｂ

（分解点検中） 分解復旧

（Ｂ）
（Ａ）

給電
手動起動

原因調査 修復作業

使用不能

（分解点検中）

手動起動

原因調査 修復作業

給電

（Ａ）
（Ｂ）

自動起動

自動起動

分解復旧

使用不能

凡例

：成功

：失敗または対策不能

COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 電源系の対策（1/5）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

（Ａ）⇒ （全交流電源喪失から30分経過）⇒

（Ｂ）⇒ （発電機Ａ、Ｂ系使不能）⇒ （５／５）へ

ＥＡＬ判断（ＡＬ２５）

待機

待機除外

待機

待機除外



②第２非常用ディーゼル発電機Ａ、Ｂ　（設置建屋：ＧＡ建屋　給電対象：本体非常用母線（＝安全冷却水、水素掃気）

給電
手動起動

自動起動
第２非常用
ディーゼル
発電機Ａ

原因調査 修復作業

（Ａ）
（Ｂ）

（分解点検中） 分解復旧

使用不能

自動起動

給電
手動起動

第２非常用
ディーゼル
発電機Ｂ

（Ａ）
（Ｂ）

（分解点検中） 分解復旧

使用不能

原因調査 修復作業

凡例

：成功

：失敗または対策不能

COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 電源系の対策（2/5）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

（Ａ）⇒ （全交流電源喪失から30分経過）⇒

（Ｂ）⇒ （発電機Ａ、Ｂ系使不能）⇒ （５／５）へ

ＥＡＬ判断（ＡＬ２５）

待機

待機除外

待機

待機除外



③運転予備用ディーゼル発電機　（設置建屋：ＧＣ建屋　給電対象：Ｆ施設、再処理施設本体　常用母線（＝建屋排気）

④第２運転予備用ディーゼル発電機　（設置建屋：ＧＣ２建屋　給電対象：Ｆ施設、再処理施設本体　常用母線（＝建屋排気）

運転予備用
ディーゼル
発電機

第２運転予備用
ディーゼル
発電機

自動起動

自動起動

給電
※１

手動起動

（分解点検中） 分解復旧

給電
※１

手動起動

原因調査 修復作業

使用不能

※１：常用母線への給電となるため、貯槽冷却、水素掃気等の機能回復のためには、非常系への接続が必要。

使用不能

原因調査 修復作業

（分解点検中） 分解復旧

凡例

：成功

：失敗または対策不能

COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 電源系の対策（3/5）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 失敗
ュ 成功（ ： ）

ュ 失敗

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

待機

待機除外

待機

待機除外



⑤予備電源用ディーゼル発電機　（設置建屋：Ｅ施設　給電対象：Ｅ施設常用母線（＝換気設備）

⑥外部電源復旧対応

給電
※１

手動起動

原因調査 修復作業

予備用電源用
ディーゼル
発電機

自動起動

使用不能

（分解点検中） 分解復旧

凡例

：成功

：失敗または対策不能

COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 電源系の対策（4／5）

ュ 成功 （ ： ）

ュ 成功（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

外部電源

（１５４ｋＶ回線２回線）

受電設備：Ｇ１

東北電力㈱

復旧要請

ュ 要請実施

復旧予定（ 月 日 ： ）

外電電源復旧（ 月 日 ： ）

構内受変電設備

点検

ュ 点検作業中

復旧予定（ 月 日 ： ）

外部電源復旧（ 月 日 ： ）

給電

設備復旧

ュ 復旧作業中

復旧予定（ 月 日 ： ）

復旧完了（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

待機

待機除外



⑦電源車（１号車、２号車、３号車）　設置建屋：構内車庫（１号車用、２号車用、３号車用）　給電対象（優先順位）

※１：重大事故対応時（蒸発乾固、水素爆発）は、ＡＧ建屋換気設備への電源車使用を最優先。
※２：Ｆ施設の給電は、本体の電源供給に余裕のある場合のみ実施。

COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 電源系の対策（5/5）

ュ 作業中

ュ 給電完了
ュ 出動 （ ： ）

ュ 使用不能

（１／４）より

第１非常用発電機

Ａ、Ｂ使用不能

（２／４）より

第２非常用発電機

Ａ、Ｂ使用不能

電源車の給電優先順位

①ＡＧ建屋換気系統

（重大事故対応）※１

②再処理施設本体非常用母

線

（貯槽冷却、水素掃気）

③Ｆ施設 非常用母線

（プール冷却））※２

①ＡＧ給電

（ 号車）

②ＧＡ給電

（ 号車）

ュ 出動 （ ： ）

ュ 使用不能

ュ 出動 （ ： ）

ュ 使用不能

原因調査

分解復旧

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

③Ｆ給電

（ 号車）

電源車１号車

出動

電源車２号車

出動

電源車３号車

出動

ュ 作業中

ュ 給電完了

ュ 作業中

ュ 給電完了

凡例

：成功

：失敗または対策不能

※電源車接続作業の

進捗はＣＯＰ③参照

待機

待機除外

1号車

待機

待機除外

２号車

待機

待機除外

３号車

（分解点検中）

ュ 実施中 ュ完了

完了予定（ ： ）

修復または

外部調達

ュ 実施中 ュ完了

復旧予定（ 月 日 ： ）



COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（１／６）

初動対応

(現場確認、ルート決定

資機材（ホース）確認)

（内部ループ注水の成否）

統括当直長に

よる重大事故対策

（蒸発乾固）の実施判断

統括判断時刻（ ： ）

【重大事故等の発生防止対策】 内部ループ注水、コイル注水

初動対応開始（ ： ）

完了予定時刻（ 月 日 ： ）

ュ 初動対応完了

※各作業の進捗詳細はＣＯＰ③参照ループ、コイル注水成功

【重大事故等の拡大防止対策】 機器への注水

建屋
機器注水
準備作業

機器注水
開始

注水予定時刻

ＡＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

【異常な水準の放出防止対策】

凝縮器注水、セル導出、可搬型ダクト及び排風機の設置、起動

放出安定化

建屋
セル導出、凝縮機注水、可搬
型ダクト設置、可搬型排風機
起動

管理放出
開始

完了予定時刻

ＡＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
　ュ作業中
　ュ完了 ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
　ュ作業中
　ュ完了

ュ （　　月　　日　　　　：　　　　）

作業環境の悪化

までに対策実施困難

ループ

注水失敗

管理放出成功

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
冷却安定化

・貯槽温度１００℃到達 ⇒

・貯槽温度１２０℃到達 ⇒

ＥＡＬ判断（ＡＬ２９）

ＥＡＬ判断（ＧＥ２

建屋
（選択したアクセスルート）
（選択したループ系統）

ループ注水
準備作業

ループ注水
成否

コイル注水
準備作業※

コイル注水
成否※

注水予定時刻

ＡＡ
（ュ東第１、ュ西第２）
（ュＡ系、ュＢ系）

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
（ュ東第１、ュ南第２）
（ュＡ系、ュＢ系）

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
（ュ南第１、ュ南第２）
（ュＡ系、ュＢ系）

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
（ュ東第１、ュ西第２）
（ュＡ系、ュＢ系）

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
（ュ北第１、ュ南第２）
（ュＡ系、ュＢ系）

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

　ュ作業中
　ュ完了

　　ュ成功
　　ュ失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

屋外
（ュKA北、ュKA南）
（ュAB南、ュAB東）

　ュ作業中
　ュ完了

－
　ュ作業中
　ュ完了

－ （　　月　　日　　　　：　　　　）

注１：内部ループへの注水が失敗した場合には、【重大事故等の拡大防止対策】及び【異常な

水準の放出防止対策】を実施し、その上で貯槽ごとに冷却コイル等の健全性を確認し注水を

行う。

安全審査における沸騰

の最短時間：約１１ｈ

注１



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（２／６）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（３／６）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（４／６）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（５／６）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（６／６）



COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（１／４）

初動対応

(現場確認、ルート決定

資機材（ホース）確認)

（内部ループ注水の成否）

統括当直長に

よる重大事故対策

（水素爆発）の実施判断

統括判断時刻（ ： ）

【発生防止対策】 可搬型空気圧縮機による供給

初動対応開始（ ： ）

完了予定時刻（ 月 日 ： ）

′ 初動対応完了

※各作業の進捗詳細はＣＯＰ③参照

対策成功

【拡大防止対策】 可搬型空気圧縮機による供給

圧力監視

（セル内圧上昇時、管理放出）

作業環境の悪化

までに対策実施困難

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
計器監視

・水素濃度８Ｖｏｌ％到達 ⇒ ＥＡＬ判断（ＡＬ４４）

【発生防止対策（緊急対応）】

（手動圧縮空気ユニット（空気

ボンベ）のから供給）

緊急対応の要否 ′要 ′不要

′ 完了予定時刻（ 月 日 ： ）

′ 対応完了

必要に応じ初動対応と並行して実施。

建屋
（選択した系統）

（選択したアクセスルー
ト）

圧縮空気供給準備作業
（発生防止用系統）

空気供給予定時刻

ＡＡ
（′A系、′B系）

（′西第１、′東第２）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
（′A系、′B系）

（′東第１、′南第２）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
（′A系、′B系）

（′南第１、′南第２）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
（′A系、′B系）

（′東第１、′西第２）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
（′A系、′B系）

（′北第１、′南第２）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

建屋
（選択した系統）

圧縮空気供給準備作業
（拡大防止用系統）

空気供給予定時刻

ＡＡ
（′Ａ系、′Ｂ系）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
（′Ａ系、′Ｂ系）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
（′Ａ系、′Ｂ系）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
（′Ａ系、′Ｂ系）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
（′Ａ系、′Ｂ系）

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

失敗 【異常な水準の放出防止対策】セル導出失敗

建屋
ダンパ閉止、セル導出、可搬
型排風機等の設置

作業完了予定時刻

ＡＡ
　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

対策成功

・安全審査における８Vol％到達最短時間：約１．４ｈ

・圧縮空気ユニット（空気ボンベ等）による空気供給能力：２４ｈ



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（２／４）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（３／４）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（４／４）



COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（１／５）

初動対応

(現場確認、ルート決定

資機材（ホース）確認)

統括当直長に

よる重大事故対策

（燃料損傷防止）の実施判断

統括判断時刻（ ： ）

【燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失（想定事故１）】

【燃料貯蔵プール等内の水の小規模な喪失（想定事故２）】

・可搬型中型移送ポンプによる注水。

初動対応開始（ ： ）

完了予定時刻（ 月 日 ： ）

′ 初動対応完了

作業環境の悪化

までに対策実施困難

小規模な

水位低下

放出抑制

（建屋への注水）

通常状態への

復旧検討
燃料有効長頂部の冠水

建屋 屋内注水準備
監視設備
配備作業

屋外送水準備 注水（可能）予定時刻

ＦＡ 　′作業中
　′完了

　′作業中
　′完了

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

【燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失（想定事故２超過）

・大型移送ポンプによるスプレイまたは注水。

建屋
スプレイ設備
準備

屋内注水準備
監視設備設備
配備作業

屋外送水準備 注水（可能）予定時刻

ＦＡ 　′作業中
　′完了

　′作業中
　′完了

　′作業中
　′完了

　′作業中
　′完了

（　　月　　日　　　　：　　　　）

使用済燃料の著しい損

傷の進行を緩和

・水位の維持不能 ⇒

・燃料頭頂部上２ｍまで水位低下 ⇒

・燃料頭頂部上まで水位低下 ⇒

ＥＡＬ判断（ＡＬ３０）

ＥＡＬ判断（ＳＥ３０）

ＥＡＬ判断（ＧＥ３０）

①ＢＷＲ用 ②ＰＷＲ用 ③共用

　　　　　　　　　　　ｍ
（ＴＡＦ上　　　　　　ｍ）

　　　　　　　　　　　ｍ
（ＴＡＦ上　　　　　　ｍ）

　　　　　　　　　　　ｍ
（ＴＡＦ上　　　　　　ｍ）

ＴＡＦ上２ｍ到達予想時間 （　　月　　日　　　：　　） （　　月　　日　　　：　　） （　　月　　日　　　：　　）

ＴＡＦ到達予想時間 （　　月　　日　　　：　　） （　　月　　日　　　：　　） （　　月　　日　　　：　　）

ＴＡＦ：Ｔｏｐ of Ａｃｔｉｖｅ Ｆｕｅｌ（有効燃料頂部）

プール水位
（　　月　　日　　：　　　現在）

大規模な

水位低下



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（２／５）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（３／５）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（４／５）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（５／５）



COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（１／３）

初動対応

(現場確認、ルート決定

資機材（ホース）確認)

（内部ループ注水の成否）

統括当直長に

よる重大事故対策

（その他漏えい）の実施判断

統括判断時刻（ ： ）

【拡大防止対策】 ガラス溶融炉の停止、固化セル圧力放出系操作

初動対応開始（ ： ）

完了予定時刻（ 月 日 ： ）

′ 初動対応完了

※各作業の進捗詳細はＣＯＰ③参照

計器監視

（固化セル圧力）

作業環境の悪化

までに対策実施困難

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）

通常状態への

復旧検討

【異常な水準の放出防止対策】換気系統の遮断

ガラス溶融炉 運転停止操作
固化セル圧力系
ダンパ操作

拡大防止対策
完了予定時刻

　　　ガラス溶融炉A

　　（発災時の状況）
　　′処理運転中
　　′停止中

　′自動停止

　′手動停止操作中

　′手動停止完了

　　　ガラス溶融炉B

　　（発災時の状況）
　　′処理運転中
　　′停止中

　′自動停止

　′手動停止操作中

　′手動停止完了

　′自動開放

　′手動開放操作中

　′開放完了

（　　月　　　日　　　　　　：　　　　　　）

建屋
MOGおよび

固化セル換気系の遮断
－

KA
　′作業中
　′完了

－



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（２／３）



COP② 戦略シートCOP 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（３／３）



全交流電源喪失 電源系の対策 ＡＧ建屋 電源車給電
月 日 ： 現在

ＣＯＰ③：設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 電源系の対策（１／４）









COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（１／５）

【重大事故等の発生防止対策】 内部ループ注水、コイル注水

ループ、コイル注水成功

【重大事故等の拡大防止対策】 機器への注水

【異常な水準の放出防止対策】

凝縮器注水、セル導出、可搬型ダクト及び排風機の設置、起動

放出安定化

作業環境の悪化

までに対策実施困難

ループ

注水失敗

管理放出成功

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
冷却安定化

準備作業開始 準備作業完了 通水開始
ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

屋外 （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了 通水開始
ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

屋外 （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

内部ループ通水

冷却コイル通水

建屋

建屋

準備作業開始 準備作業完了 通水開始
ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

凝縮器の注水、セル導出
建屋

準備作業開始 準備作業完了 通水開始
ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

機器への注水
建屋

月 日 ： 現在



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（２／５）

可搬型測定器測定結果 【重大事故等の発生防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計測器 測定結果

可搬型冷却水流量計

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型膨張槽液位計

可搬型貯槽温度計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型漏えい液受皿液位計

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＣＡ

ＫＡ

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型冷却水流量計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型膨張槽液位計

可搬型貯槽温度計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（３／５）

可搬型測定器測定結果 【重大事故等の拡大防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＡＣ

可搬型貯槽液計

可搬型機器注水流量計

可搬型貯槽温度計

可搬型貯槽液計

可搬型機器注水流量計

可搬型貯槽温度計

可搬型貯槽液計

可搬型機器注水流量計

可搬型貯槽温度計

ＡＡ

ＡＢ

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＫＡ

可搬型貯槽温度計

可搬型貯槽液計

可搬型機器注水流量計

可搬型貯槽温度計

可搬型貯槽液計

可搬型機器注水流量計

ＣＡ



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（４／５）

可搬型測定器測定結果 【異常な水準の放出防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＡＣ

可搬型フィルタ差圧計

可搬型貯槽温度計

可搬型凝縮器出口排気温度計

可搬型凝縮器通水流量計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

ＡＢ

可搬型凝縮器出口排気温度計

可搬型凝縮器通水流量計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型凝縮器通水流量計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型貯槽温度計

可搬型貯槽温度計

可搬型凝縮器出口排気温度計

ＡＡ

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＫＡ

可搬型フィルタ差圧計

可搬型貯槽温度計

可搬型凝縮器出口排気温度計

可搬型凝縮器通水流量計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型貯槽温度計

可搬型凝縮器出口排気温度計

可搬型凝縮器通水流量計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

ＣＡ



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（５／５）



COP③ 設備概要図COP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（１／７）

（内部ループ注水の成否）

【発生防止対策】 可搬型空気圧縮機による供給

対策成功

【拡大防止対策】 可搬型空気圧縮機による供給

圧力監視

（セル内圧上昇時、管理放出）

作業環境の悪化

までに対策実施困難

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
計器監視

建屋 準備作業開始 準備作業完了 供給開始

ＡＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

建屋 準備作業開始 準備作業完了 供給開始

ＡＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

失敗

【異常な水準の放出防止対策】セル導出

失敗

建屋 準備作業開始 準備作業完了 放出開始

ＡＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　） （　　月　　日　　　　：　　　　）

対策成功

月 日 ： 現在



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（２／７）

可搬型測定器測定結果 【重大事故等の発生防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型圧縮空気貯槽圧力計

可搬型予備圧縮空気ユニット圧力計

可搬型手動圧縮空気ユニット接続系統圧力計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計

可搬型水素濃度計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型圧縮空気貯槽圧力計

可搬型予備圧縮空気ユニット圧力計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計

可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計

可搬型水素濃度計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型手動圧縮空気ユニット接続系統圧力計

AA

AC

AB

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型圧縮空気ユニット圧力計

可搬型予備圧縮空気ユニット圧力計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計

可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

可搬型漏えい液受皿液位計

ＫＡ 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計

可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

可搬型漏えい液受皿液位計

CA



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（３／７）

可搬型測定器測定結果 【重大事故等の拡大防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素濃度計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型水素濃度計

可搬型セル導出ユニット流量計

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

可搬型セル導出ユニット流量計

可搬型水素濃度計

ＣＡ

ＫＡ



COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（４／７）

可搬型測定器測定結果 【異常な水準の放出防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型水素濃度計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型水素濃度計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型水素濃度計

可搬型フィルタ差圧計

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

建屋 可搬型計器 測定結果

可搬型導出先セル圧力計

可搬型水素濃度計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

可搬型導出先セル圧力計

可搬型フィルタ差圧計

可搬型水素濃度計

ＣＡ

ＫＡ



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（５／７）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（６／７）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（水素爆発）（７／７）



COP③ 設備概要図COP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（１／５）

【燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失（想定事故１）】

【燃料貯蔵プール等内の水の小規模な喪失（想定事故２）】

・可搬型中型移送ポンプによる注水。

作業環境の悪化

までに対策実施困難

小規模な水位低下

放出抑制

（建屋への注水）

通常状態への

復旧検討
燃料有効長頂部の冠水

【燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失（想定事故２超過）

・大型移送ポンプによるスプレイまたは注水。

使用済燃料の著しい損

傷の進行を緩和

大規模な水位低下

月 日 ： 現在

準備作業開始 準備作業完了 送水開始

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了 プール注水開始

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） －

屋外

屋外アクセスルート確保、建屋外ホース敷設

Ｆ施設

屋内ホース敷設

可搬型水位計等の配備

準備作業開始 準備作業完了 送水開始

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了 プール注水開始

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了

（　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） －

屋外

屋外アクセスルート確保、建屋外ホース敷設

屋内ホース、スプレイまたは建屋内注水設備設置

Ｆ施設
可搬型水位計等の配備

可搬型監視設備による監視

　　　　　　　　　　　ｍ
（ＴＡＦ上　　　　　　ｍ）

　　　　　　　　　　　ｍ
（ＴＡＦ上　　　　　　ｍ）

燃料貯蔵プール水位 燃料貯蔵プール空間線量率燃料貯蔵プール水位（広域）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（２／５）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（３／５）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（４／５）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（燃料損傷防止）（５／５）



COP③ 設備概要図COP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（１／３）

【拡大防止対策】 ガラス溶融炉の停止、固化セル圧力放出系操作

作業環境の悪化

までに対策実施困難

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）

通常状態への

復旧検討

【異常な水準の放出防止対策】換気系統の遮断

自動停止 手動停止完了 －

′完了 （　　月　　　日　　　：　　　） －

自動停止 手動停止完了 －

′完了 （　　月　　　日　　　：　　　） －

自動開放 手動開放操作開始 手動開放完了

（　　月　　　日　　　：　　　） （　　月　　　日　　　：　　　） （　　月　　　日　　　　：　　　　）

　　ガラス溶融炉A

　（発災時の状況）
　′処理運転中
　′停止中

　　ガラス溶融炉B

　（発災時の状況）
　′処理運転中
　′停止中

運転停止操作

運転停止操作

固化セル圧力系ダンパ操作

建屋

準備作業開始 準備作業完了 遮断操作実施

（　　月　　　日　　　：　　　） （　　月　　　日　　　：　　　） （　　月　　　日　　　　：　　　　）

MOGおよび固化セル換気系の遮断

ＫＡ

月 日 ： 現在

計器監視

（固化セル圧力）

可搬型圧力計指示値

Pa



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（２／３）



COP③ 設備概要図COP 全交流電源喪失 重大事故対策（その他漏えい）（３／３）



再処理事業部対策本部 緊急時対策所レイアウト図 前後表

再処理事業部対策本部 緊急時対策所レイアウト図 変更前

再処理事業部対策本部 緊急時対策所レイアウト図 変更後



ＥＲＣ配備資料案 整理表（再処理施設）（しゅん工前）

現行設備の資料 

原子力規制庁の要求図書 当社が提出する図書（案） 管理番号 rev. 

１．施設周辺等 

1-1.施設付近概要図 

・ＡＤＲＢ本文（敷地付近概要図） 

（ADRB 本文：本図－１） 

０００１ －０ 

1-2.構内図 ・ＡＤＲＢ本文（再処理施設一般配置図その 1～その３） 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２～４） 

０００２～０００４ －０

1-3.敷地内の放射線測定設備（Ｍ

Ｐ等）配置図 

・ＡＤＲＢ添付７（管理区域及び周辺監視区域図） 

・再処理施設保安規定（別図６周辺監視区域等における線量当量等の

測定地点（１０３条関係）） 

（ＡＤＲＢ添付：７－２－１６、保安規定：１６５Ｐ） 

０００５～０００６ －０

1-4.気象観測装置配置場所 ・再処理施設保安規定（別図６周辺監視区域等における線量当量等 

の測定地点（103 条関係）（保安規定：１６５Ｐ） 

０００６ －０

２.主要建屋平面図等 

2-1.各建屋平面図（各フロア毎）、

断面図 

・使用済燃料輸送容器管理建屋機器配置概要図 

地下 1 階～地上３階、断面（ＡＤＲＢ本文：本図－５６～６１） 

０００７～００１１ －０

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋機器配置概要図 

地下３階～地上３階、断面（ＡＤＲＢ本文：本図－６２～６８） 

００１１～００１４ －０

・使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋機器配置概要図 

地下３階～地上２階、断面（ＡＤＲＢ本文：本図－６９～７１） 

００１５～００１６ －０

・前処理建屋機器配置概要図 地下４階～地上５階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－７２～８１） 

００１６～００２１ －０

・分離建屋機器配置概要図 地下３階～地上 4階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－８２～９１） 

００２１～００２６ －０

・精製建屋機器配置概要図 地下３階～地上６階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－９２～１０４） 

００２６～００３２ －０

・ウラン脱硝建屋機器配置概要図 地下１階～地上５階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１０５～１０８） 

００３３～００３４ －０

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋機器配置概要図 

地下２階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１０９～１１３） 

００３５～００３７ －０

・ウラン酸化物貯蔵建屋機器配置概要図 

地下２階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１１４～１１６） 

００３７～００３８ －０

・ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋機器配置概要図 

地下４階～地上１階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図１１７～１１９） 

００３９～００４０ －０

・高レベル廃液ガラス固化建屋機器配置概要図 

地下４階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１２０～１２８） 

００４０～００４４ －０

・第１ガラス固化体貯蔵建屋機器配置概要図 

地下２階～地上１階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１２９～１３２） 

００４５～００４６ －０

・低レベル廃液処理建屋機器配置概要図 

地下２階～地上３階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１３３～１３８） 

００４７～００４９ －０

・低レベル廃棄物処理建屋機器配置概要図 

地下２階～地上 4階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１３９～１４５） 

００５０～００５３ －０

・チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋機器配置概要図

地下１階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１４６～１４７） 

００５３～００５４ －０

・ハル・エンドピース貯蔵建屋機器配置概要図 

地下４階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１４８～１５４） 

００５４～００５７ －０

・第１低レベル廃棄物貯蔵建屋機器配置概要図 地上 1階 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１５５） 

００５８ －０

・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋機器配置概要図  

地下３階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１５６～１６１） 

００５８～００６１ －０

・第４低レベル廃棄物貯蔵建屋機器配置概要図 地上 1階 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１６２） 

００６１ －０

・制御建屋機器配置概要図 地下２階～地上３階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１６３～１６８） 

００６２～００６４ －０

・分析建屋機器配置概要図 地下３階～地上３階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１６９～１７５） 

００６５～００６８ －０

・非常用電源建屋機器配置概要図 地下１階～地上 2階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１７６～１７８） 

００６８～００６９ －０

・主排気筒管理建屋機器配置概要図 地上１階 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１７９） 

００７０ －０

・緊急時対策所機器配置概要図 地下１階～地上 1階 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１８０～１８１） 

００７０～００７１ －０

・第１保管庫・貯水所機器配置概要図 地下１階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１８２～１８５） 

００７１～００７３ －０



ＥＲＣ配備資料案 整理表（再処理施設）（しゅん工前）

・第２保管庫・貯水所機器配置概要図 地下１階～地上２階、断面 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１８６～１８９） 

００７３～００７５ －０

2-2.建屋内の放射線測定設備（ｴ

ﾘｱﾓﾆﾀ等）配置図 

（以下、設工認配置図（ト. 放射線管理施設）） 

・第６回設工認 第 2.2.1-1～18 図 放射線監視設備の配置図 

（前処理建屋 地下４階～地上５階） 

００７６～００９３ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-1～14 図 放射線監視設備の配置図 

（分離建屋 地下３階～地上４階） 

００９４～０１０７ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-15～30 図 放射線監視設備の配置図 

（精製建屋 地下３階～地上５階） 

０１０８～０１２３ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-52～56 図 放射線監視設備の配置図 

（低レベル廃液処理建屋 地下２階～地上３階） 

０１２４～０１２８ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-66～70 図 放射線監視設備の配置図 

（ハル・エンドピース貯蔵建屋 地下４階～地上 1階） 

０１２９～０１３３ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-72 図 放射線監視設備の配置図 

（制御建屋 地上 1階） 

０１３４ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-73～77 図 放射線監視設備の配置図 

（分析建屋 地下３階～地上２階） 

０１３５～０１３９ －０

・第９回設工認 第 2.2.1-10 図 放射線監視設備の配置図 

（主排気筒管理建屋 地上 1階） 

０１４０ －０

・第６回設工認 第 2.2.1-19～21 図 放射線監視設備の配置図 

（出入管理建屋 地下１階～地上２階） 

０１４１～０１４３ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-31～36 図 放射線監視設備の配置図 

（ウラン脱硝建屋 地下１階～地上５階） 

０１４４～０１４９ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-45～46 図 放射線監視設備の配置図 

（ウラン酸化物貯蔵建屋 地下２階～地上 1 階） 

０１５０～０１５１ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-37～44 図 放射線監視設備の配置図 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下２階～地上２階） 

０１５２～０１５９ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-47～51 図 放射線監視設備の配置図 

（ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋地下４階～地上 1階） 

０１６０～０１６４ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-57～62 図 放射線監視設備の配置図 

（低レベル廃棄物処理建屋 地下２階～地上４階） 

０１６５～０１７０ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-71 図 放射線監視設備の配置図 

（第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 地上 1階） 

０１７１ －０

・第８回設工認 第 2.2.1-63～65 図 放射線監視設備の配置図 

（チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋地下１階～地上

２階） 

０１７２～０１７４ －０

・第９回設工認 第 2.2.1-1～6図 放射線監視設備の配置図 

（高レベル廃液ガラス固化建屋 地下４階～地上２階） 

０１７５～０１８０ －０

・第９回設工認 第 2.2.1-7～9図 放射線監視設備の配置図 

（第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟 地下２階～地上１階） 

０１８１～０１８３ －０

・第９回設工認 第 2.2.1-10 図 放射線監視設備の配置図 

（主排気筒管理建屋 地上１階） 

０１８４ －０

・第３回設工認 第 2.1.1-1～4図 放射線監視設備の配置図 

（使用済燃料輸送容器管理建屋 地下１階～地上３階） 

０１８５～０１８８ －０

・第３回設工認 第 1.1.1-1 図 放射線監視設備の配置図 

（使用済燃料輸送容器管理建屋 地上１階） 

０１８９ －０

・第３回設工認 第 2.1.1-1 図 放射線監視設備の配置図 

（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地下３階） 

０１９０ －０

・第３回設工認 第 1.1.1-2～5 図 放射線監視設備の配置図（使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋 地下３階～地上１階） 

０１９１～０１９４ －０

・第３回設工認 第 1.1.1-6～7図 放射線監視設備の配置図 

（使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 地下３階～地上１階） 

０１９５～０１９６ －０

・第３回設工認 第 1.1.1-8 図 放射線監視設備の配置図 

（北換気筒管理建屋 地上１階） 

０１９７ －０

2-3.所内地震検知・観測点 ・再処理施設内の地震観測点位置図 

（土木建築技術課内資料） 

０１９８ －０

３．各種工程・系統概要図等 

3-1.主要工程概要図 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１８） 

０１９９ －０

・せん断処理施設系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－１９） 

０２００ －０

・溶解施設系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２０） 

０２０１ －０

・分離設備及び分配設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２１） 

０２０２ －０

・分離建屋一時貯留処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２２） 

０２０２ －０

・ウラン精製設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２３） 

０２０３ －０

・プルトニウム精製設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２４） 

０２０３ －０

・精製建屋一時貯留処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２５） 

０２０４ －０

・ウラン脱硝設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２６） 

０２０４ －０
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・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２７） 

０２０５ －０

・酸回収設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２８） 

０２０５ －０

・溶媒回収設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－２９） 

０２０６（０２０７～

０２１３欠） 
－０

・せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－４５） 

０２１４ －０

・塔槽類廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－４６～４７） 

０２１５～０２１６ －０

・高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－４８） 

０２１７ －０

・換気設備排気系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－４９～５０） 

０２１７～０２１８ －０

・高レベル廃液濃縮設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－５１） 

０２１８ －０

・高レベル廃液貯蔵設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－５２） 

０２１９ －０

・低レベル廃液処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－５３） 

０２２０ －０

・高レベル廃液ガラス固化設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－５４） 

０２２１ －０

・低レベル固体廃棄物処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文：本図－５５） 

０２２１ 

（０２２２欠） 
－０

3-2.主要系統概要図（主要電力供

給設備、外部電源電線

路、電源（単線結線

図）、換気（給排気）

系、冷却水系、圧縮空

気系、蒸気系、ユーテ

ィリティ系等） 

・受変電設備及びディーゼル発電設備単線結線図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－２－４０） 

０２２３ －０

・主要建物内単線結線図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－２－４１） 

０２２３ －０

・直流電源設備単線結線図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－２－４２） 

０２２４ －０

・計測制御用交流電源設備単線結線図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－２－４３） 

０２２４ －０

・せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：本図－４５） 

０２２５ －０

・塔槽類廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：本図－４６～４７） 

０２２６～０２２７ －０

・高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：本図－４８） 

０２２８ －０

・換気設備排気系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：本図－４９～５０） 

０２２８～０２２９ －０

・高レベル廃液濃縮設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：５１） 

０２２９ －０

・高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－７－２－５３） 

０２３０ －０

・北換気筒概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－７－２－５４） 

０２３０ －０

・冷却水設備の主要設備の仕様 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－８） 

０２３１ －０

・一般冷却水系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－９～６－９－５－１３） 

０２３１～０２３３ －０

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系系統概 

 要図（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－１４） 

０２３４ －０

・再処理設備本体用の安全冷却水系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－１５） 

０２３４ －０

・第２非常用ディーゼル発電機用の安全冷却水系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－１６） 

０２３５ －０

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔 

Ｂ基礎 機器配置図（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－５－１７） 

０２３５ －０

・圧縮空気設備系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－３－１１） 

０２３６ －０

・安全圧縮空気系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－３－１２） 

０２３６ －０

・一般蒸気系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付：６－９－６－２） 

０２３７ －０

・安全蒸気系系統概要図 

（ＡＤＲＢ本文、添付： ６－９－６－３） 

０２３８ －０

3-3.主要設備の概要 主要建屋（AA,AB,AC,AD・・・）の ADRB 添六:主要設備の仕様 

・広報パンフレット 

０２３９～０２６６ －０

・旧ＡＤＲＢ：６－３－２３～６－９－２－３２ ０２６７～０３５５ －０

・再処理事業所 電源概要図 ０３５６ 

（０３５７～ 

０４５１欠） 

－０ 

3-4.安全保護系ロジック一覧表 ・保安規定第 32条（安重ｲﾝﾀｰﾛｯｸ）別表 9、別表 18 ０４５２～０４７３ －０
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４．主要事象の対応フロー、手順

4-1.全交流電源喪失時（冷却、水

素掃気） 

保安規定第 29条の 2 に係る対応マニュアル、対応手順類 

１再処理工場 電源機能喪失に係る電源車による電力供給マニュアル 

０４７４～０４９７ －１

２使用済燃料受入れ・貯蔵施設 電源機能喪失時における電源車給電対

応マニュアル 

０４９８～０５４５ －１

３非常用電源建屋 電源機能喪失時における電源車給電対応マニュアル ０５４６～０５４８ －１

４制御建屋 電源機能喪失時における電源車給電対応マニュアル ０５４９～０５５３ －１

５前処理建屋／ハル・エンドピース貯蔵建屋 電源機能喪失時における

電源車給電等対応マニュアル

０５５４～０５７９ 

０５７９－1 

   ～ 

０５７９－１４ 

－１

６分離建屋 電源機能喪失時における電源車給電対応マニュアル ０５８０～０５９５ －１

７精製建屋 電源機能喪失時における電源車給電対応マニュアル ０５９６～０６０９ －１

８ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ウラン・プルトニウム混合酸化

物貯蔵建屋電源喪失時における電源車給電対応マニュアル 

０６１０～０６１７ －１

９高レベル廃液ガラス固化建屋 電源喪失時電源車による受電マニュア

ル 

０６１８～０６３４ 

０６３４－１ 

  ～ 

０６３４－５ 

－１

１０再処理事業部 使用済燃料貯蔵プール水位低下に係る可搬式消防ポ

ンプ等によるプール水供給マニュアル

０６３５～０６４０ －１

１１使用済燃料受入れ・貯蔵施設 使用済燃料貯蔵プール水位低下 

に係る消火設備による水供給マニュアル 

０６４１～０６４６ －１

１２使用済燃料受入れ・貯蔵施設 再処理本体安全冷却水系機能喪失時

における使用済燃料受入れ・貯蔵施設安全冷却水系接続マニュアル

０６４７～０６５１ －１

１３前処理建屋再処理施設本体安全冷却水系外部ループ機能喪失時にお

ける使用済み燃料受入れ・貯蔵施設安全冷却水接続マニュアル 

０６５２～０６５４ －１

１４前処理建屋 安全冷却水系機能喪失時における内部ループ中間熱交

換器バイパスマニュアル 

０６５５～０６５９ －１

１５分離建屋 安全冷却水系機能喪失時における内部ループ中間熱交換

器バイパスマニュアル 

０６６０～０６７３ 

０６７３－１ 
－１

１６高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水系外部ループ機能喪失時

における使用済燃料受入れ・貯蔵施設安全冷却水系及び運転予備用

冷却水系接続マニュアル 

０６７４～０６７６ 

０６７６－１ 
－１

１７高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水系機能喪失時における内

部ループ中間熱交換器バイパスマニュアル 

０６７７～０６８８ 

０６８８－１ 

  ～ 

０６８８－５ 

－１

１８共用施設部 ユーティリティ施設課 電源機能喪失に係る発電機に

よる通信設備用電源供給マニュアル
０６８９～０６９４ －１

１９共用施設部 安全ユーティリティ課 電源機能喪失に係る発電機に

よる通信設備用電源供給マニュアル 

０６９５～０７００ 

（０７０１～ 

０７１５欠） 

－１

２０低レベル廃棄物処理・貯蔵施設 外部電源喪失時対応マニュアル ０７１６～０７２３ －１

２１前処理建屋 安全冷却水系機能喪失時における内部ループ冷却コイ

ルヘの直接注水マニュアル 

０７２４～０７２８ －１

２２分離建屋 電源機能喪失時等における安全機能確保対応マニュア 

  ル 

０７２９～０７３４ －１

２３精製建屋 電源機能喪失時等における安全機能確保対応マニュア  

  ル 

０７３５～０７４２ 

（０７４３欠） 
－１

２４ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ウラン・プルトニウム混合酸

化物貯蔵建屋 電源機能喪失時等における安全機能確保対応マニュ

アル 

０７４４～０７６３ 

０７６３－１ 
－１

２５高レベル廃液ガラス固化建屋 電源機能喪失時等における安全機能

確保対応マニュアル 

０７６４～０７９２ 

（０７９３欠） 
－１

２６再処理事業部 消防ポンプ等による冷却コイル注水マニュアル（建

屋外）

０７９４～０７９９ 

０７９９－１ 
－１

２７放射線管理部放射線管理施設 電源機能喪失時における電源車給電

対応マニュアル 

０８００～０８４０ －１

２８防災管理部 防災施設課 緊急資機材等に使用する軽油の運用マニ

ュアル 

０８４０－１ 

  ～ 

０８４０－６ 

－１

4-2.臨界事故時 ・保安規定運用要領からの臨界対応細則による対応マニュアル類 

（「再処理事業部 臨界対応細則」（ＤＢ内） 

その他関連対応マニュアル（ＴＤＭＳ内））

０８４１～０８５２ 

０８５３～０８６０ 

－１

4-3.現行設備のＣＯＰ ・ＣＯＰ①（再）保安規定２９条の２対応 ０８６１～０８６２ －０ 

・ＣＯＰ資料全体図 全交流電源喪失対応 再）保安規定２９条の２ ０８６３ －０

【ＧＡ/ＡＧ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（電源車の接続） 

０８６４ 

  ～ 

０８６６

－０



ＥＲＣ配備資料案 整理表（再処理施設）（しゅん工前）

 【ＡＡ/ＡＥ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（水素掃気用圧縮空気供給対応）【ＡＡ建屋】 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（貯蔵プール給気ダンパ『強制開』）【ＡＥ建屋】 

０８６７ 

  ～ 

０８６９

－０

【ＡＢ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（冷却コイル注水）【ＡＢ建屋】 

０８７０ 

  ～ 

０８７１ 

－０ 

【ＡＣ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（冷却コイル注水）【ＡＣ建屋】 

０８７２ 

  ～ 

０８７３ 

－０

【ＣＡ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（冷却コイル注水）【ＣＡ建屋】 

０８７４ 

  ～ 

０８７５ 

－０

【ＣＢ建屋】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（貯蔵容器の強制冷却対応）【ＣＢ建屋】 

０８７６ 

  ～ 

０８７７ 

－０

【Ｋ施設】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（冷却コイル注水）【ＫＡ建屋】 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（ＫＡ建屋一部貯槽の水素滞留防止措置）【ＫＡ建屋】 

０８７８ 

  ～ 

０８８０ 

－０

【Ｆ施設】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

（電源車による給電措置）【Ｆ施設】 

０８８１ 

  ～ 

０８８２ 

－０

【屋外注水対応】 

・ＣＯＰ②全交流電源喪失対応（再）保安規定第２９条の２ 

・ＣＯＰ③設備概要図ＣＯＰ（手順）【屋外注水対応】 

０８８３ 

  ～ 

０８８４ 

－０

・ＣＯＰ③交流電源供給機能等喪失時の対応 

（通信設備用発電機の接続）（保安規定２９条の２対応） 
０８８５ －０

臨界対応【再処理施設】 

・ＣＯＰ②戦略シートＣＯＰ 

・ＣＯＰ③設備概要図ＣＯＰ（手順）臨界対応【再処理施設】

０８８６ 

～ 

０８８７ 

－０

・ＥＡＬ判断根拠 

 ＡＬ２５判断根拠 

 ＡＬ２５判断フロー 

０８８８ 

  ～ 

０８８９ 

－０

・ＡＬ２９、ＧＥ２９判断根拠、 

・ＡＬ２９、ＧＥ２９判断フロー 
０８９０ 

  ～ 

０８９２ 

－０

・ＡＬ３０、ＳＥ３０、ＧＥ３０判断根拠 

・ＡＬ３０、ＳＥ３０、ＧＥ３０判断フロー 
０８９３ 

  ～ 

０８９６ 

－０

注記：再処理施設の管理番号は０００１～２０００番台を割り当てる。 



ＥＲＣ配備資料案 整理表（再処理施設）（しゅん工前）

しゅん工後想定資料 

原子力規制庁の要求図書 当社が提出する図書（案） 管理番号 rev. 

5-1. 主要設備の概要（しゅん工

後） 

・新ＡＤＲＢ：６－５－１３～６－９－１６－５６４ ４００１～４０９５ －１ 

5-2.重大事故等対処に係る系統

図（臨界、蒸発乾固、水素爆

発、火災・爆発、ＳＦＰ冷却、

放射性物質の漏えい）系統、

施設の使用の可否が示せる

もの 

・安全審査資料ベース 

【Ｈ３０年（2018）７月２日安全審査】 

【全体概要図：Ｈ２９年６月２２日の安全審査より抜粋】 

３４条：臨界＝220、225、234、235P 

４０９６～４０９９ －１

３５条：蒸発乾固＝20、254、255、257、264、271P ４１００～４１０５ －１

３６条：水素爆発＝122、288、295、302P ４１０６～４１０９ －１

３７条：有機溶媒火災＝443、313、319、325P 

    ＴＢＰ等＝474、336、337、338、339P 

４１１０～４１１３ 

４１１４～４１１８ 
－１

３８条：使用済燃料貯蔵槽＝354、355、365、366P ４１１９～４１２２ －１

３９条：放射性物質の漏えい＝556、372、376、382、383P ４１２３～４１２７ －１

４０条：放出抑制＝477、478P ４１２８～４１２９ －１

４１条：水の供給設備＝486～488P ４１３０～４１３２ －１

４２条：電源設備＝498～502P ４１３３～４１３７ －１

４３条：計装設備＝504、509P ４１３８～４１３９ －１

４４条：制御室＝514P ４１４０ －１

４５条：監視測定設備＝523P ４１４１ －１

４７条：通信設備＝538、539P ４１４２～４１４３ －１

5-3.重大事故等対処に係る体制

図 

・再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画 

別図１（防災業務計画 別図１） 

４１４４ －１

5-4.重大事故等に対する手順書

（フロー） 

・安全審査資料ベース 

【Ｈ３０年（2018）７月２日安全審査】 

３４条：臨界＝２４４Ｐ 

４１４５ －１

３５条：蒸発乾固＝２５１Ｐ ４１４６ －１

３６条：水素爆発＝２８５Ｐ ４１４７ －１

３７条：有機溶媒火災＝３１１Ｐ、ＴＢＰ等＝３３４Ｐ ４１４８～４１４９ －１

３９条：放射性物質の漏えい＝３７１Ｐ ４１５０ －１

5-5.重大事故等対処設備一覧、設

置場所 

・安全審査資料ベース 

【Ｈ２９年（2017）３月２４日安全審査】４２Ｐ 

【Ｈ３０年（2018）７月２日安全審査】４１９～４７０Ｐ 

４１５１ 

４１５２～４２０３ 

－１

６．ＣＯＰ（Common Operational 

Picture）案 

・ＣＯＰ① 再処理 設備状況ＣＯＰ ４２０４ －２

・ＣＯＰ② 戦略シート（全交流電源喪失、重大事故） ４２０５～４２０７ －２

・ＣＯＰ③ 設備概要図（蒸発乾固） ４２０８～４２２０ －２

・ＣＯＰ③ 設備概要図（水素爆発） ４２２１～４２２７ －２

・ＣＯＰ③ 設備概要図（燃料損傷） ４２２８～４２３３ －２

・ＥＡＬ判断根拠 

 ＡＬ２５判断根拠 

 ＡＬ２５判断フロー 

４２３４ 

４２３５ 

－２

・ＡＬ２９、ＧＥ２９判断根拠、 

・ＡＬ２９、ＧＥ２９判断フロー 

４２３６～４２３７ 

４２３８ 
－２

・ＡＬ３０、ＳＥ３０、ＧＥ３０判断根拠 

・ＡＬ３０、ＳＥ３０、ＧＥ３０判断フロー 

４２３９～４２４１ 

４２４２ 
－０

７．原子力災害時の対応資料集 （上記資料をまとめ、今後編集）  

注記：再処理施設（しゅん工後）の管理番号は４００１番～５０００番台（予定）を割り当てる。 

（しゅん工後） 



ＥＲＣ配備資料 整理表（廃棄物管理施設）

原子力規制庁の要求図書 当社が提出する図書（案） 管理番号 rev. 

１．施設周辺等 

1-1.施設付近概要図 

・ＡＡＷＢ本文 

 敷地の位置及び廃棄物管理施設配置概要図 

（ＡＡＷＢ本文：Ｐ６８） 

２００１ －０ 

1-2.構内図 ・ＡＡＷＢ添付書類５ 

第２.１．１図 廃棄物管理施設一般配置図 

（ＡＡＷＢ添付書類５：５－２－７） 

２００２ －０ 

1-3.敷地内の放射線測定設備（Ｍ

Ｐ等）配置図 

・該当なし（Ｅ施設にモニタリング設備の申請なし） － － 

1-4.気象観測装置配置場所 ・該当なし（Ｅ施設に気象観測設備の申請なし） － － 

２．主要建屋平面図等 

2-1.各建屋平面図（各フロア毎）、

断面図 

・ＡＡＷＢ本文 

第３図 廃棄物管理施設概要図（地下２階） 

第４図 廃棄物管理施設概要図（地下１階） 

第５図 廃棄物管理施設概要図（１階） 

第６図 廃棄物管理施設概要図（２階） 

第７図 廃棄物管理施設概要図（３階） 

第８図 廃棄物管理施設概要図（断面） 

第９図 廃棄物管理施設概要図（断面） 

 （ＡＡＷＢ本文：Ｐ６９～Ｐ７４） 

２００３～２００９ －０ 

・ＡＡＷＢ添付書類５ 

第２.３-１図（１）ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋機器配置図（地下２階） 

第２.３-１図（２）ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋機器配置図（地下１階） 

第２.３-１図（３）ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋機器配置図（１階） 

第２.３-１図（４）ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋機器配置図（２階） 

第２.３-１図（５）ガラス固化体受入れ建屋機器配置図（３階）

第２.３-１図（６）ガラス固化体受入れ建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋機器配置図（断面） 

第２.３-１図（７）ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟機器配置図（地下

２階） 

第２.３-１図（８）ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟機器配置図（地下

１階） 

第２.３-１図（９）ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟機器配置図（１階）

第２.３-１図（１０）ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟機器配置図（２

階） 

第２.３-１図（１１）ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟機器配置図（屋

上） 

第２.３-１図（１２）ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋Ｂ棟機器配置図（断面） 

（ＡＡＷＢ添付書類５：５－２－８～５－２－１９） 

２０１０～２０２１ －０ 

2-2.建屋内の放射線測定設備（ｴ

ﾘｱﾓﾆﾀ等）配置図 

・設工認申請書（ホ.放射線管理施設） 

 第１．１－１図 放射線監視設備の配置図（その１） 

第１．１－２図 放射線監視設備の配置図（その２） 

第１．１－３図 放射線監視設備の配置図（その３） 

第１．１－４図 放射線監視設備の配置図（その４） 

第１．１－５図 放射線監視設備の配置図（その５） 

第１．１－６図 放射線監視設備の配置図（その６） 

 （第４回設工認 本文 図－ホ－１～図－ホ－６） 

２０２２～２０２７ －０ 

・設工認申請書（ホ.放射線管理施設） 【ＥＢ２申請】 

 第１．２－２図 放射線監視設備の機器配置図（その２） 

第１．２－３図 放射線監視設備の機器配置図（その３） 

第１．２－４図 放射線監視設備の機器配置図（その４） 

（第２回設工認 本文 図－ホ－１－６～図－ホ－１－７.１） 

２０２８～２０３０ －０ 

2-3.所内地震検知・観測点 ・省略（再処理施設と共通） － － 

３．各種工程・系統概要図等 

3-1.主要工程概要図 

・ＡＡＷＢ本文 

第１０図 廃棄物管理施設工程概要図 

 （ＡＡＷＢ本文：Ｐ７６） 

２０３１ －０ 

3-2.主要系統概要図（主要電力供

給設備、外部電源電線路、電

源（単線結線図）、換気（給

排気）系、冷却水系、圧縮空

気系、蒸気系、ユーティリテ

ィ系等） 

・ＡＡＷＢ添付書類５ 

 第４.２－１図 ガラス固化体受入れ設備工程概要図 

 第７.２－１図 収納管排気設備及び換気設備の系統概要図 

第７.３－１図 廃水貯蔵設備の系統概要図 

第７.５－１図 廃棄物管理施設の単線結線図 

（ＡＡＷＢ添付書類５：５－４－１３、５－７－３６～５－７ 

－３８） 

２０３２～２０３５ －０ 



ＥＲＣ配備資料 整理表（廃棄物管理施設）
3-3.主要設備の概要 ・ＡＡＷＢ添付書類５記載の主要設備の仕様 

（ＡＡＷＢ添付書類５：５－３－１６～５－７－３５までに記載

された主要設備の仕様記載ページ） 

２０３６～２０５３ －０ 

3-4.安全保護系ロジック一覧表 ・該当なし（Ｅ施設に安全保護系なし。） － － 

４．主要事象の対応フロー、手順

4-1.全交流電源喪失時（冷却、水

素掃気） 

・該当なし（再処理施設の保安規定第２９条の２相当の対応なし） － － 

4-2.臨界事故時 ・該当なし（臨界事故の想定なし） － － 

4-3.重大事故等対処に係る系統

図（臨界、蒸発乾固、水素爆

発、火災・爆発、ＳＦＰ冷却、

放射性物質の漏えい）系統、

施設の使用の可否が示せる

もの 

・該当なし（重大事故の想定なし） － －

4-4.重大事故等対処に係る体制

図 
－ －

4-5.重大事故等に対する手順書

（フロー） 
－ －

4-6.重大事故等対処設備一覧、設

置場所 
－ －

５．ＣＯＰ（Common Operational 

Picture）案 

ＣＯＰ② 輸送容器の落下事象 － －

６．原子力災害時の対応資料集 ・現状なし。 － －



指標１：情報共有のための情報フロー（1/16）

資料名 いつ 資料作成 送付ルート どのようにして 詳細フロー

ＥＡＬ判断根拠 EAL判断時 本部事務局

デヂエ、電子ＷＢ、音声会議→①ＥＲＣ対応者補助（事業部）
→②ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
③ＥＲＣ対応補助（事業部）→④ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
→⑤⑥ＥＲＣリエゾン対応者（全社）→⑦⑧ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

①→②デヂエ、電子ＷＢ、音声
会議
③⑤⑥配布（紙）
④→ＥＲＣ書画装置
⑦→ＦＡＸ
⑧→ＥＲＣコピー配布（紙）

P4

警戒事象、経過連絡、
10条通報、25条報告

作成後速やか
に

本部事務局 本部事務局→ＥＲＣ ＦＡＸ

P7
本部事務局→ＥＲＣ対応者補助（事業部）→ＥＲＣ対応者（事業部） 配布（紙）

設備状況ＣＯＰ
（COP①）

状況変化後速
やかに

本部事務局 ①本部事務局→②ＥＲＣ対応者補助（事業部）
→③ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
→⑤ＥＲＣリエゾン対応者（全社）→⑥⑦ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

①→②→③配布（紙）
④→ＥＲＣ書画装置
⑤→⑥電子メール
⑥⑦→ＥＲＣプリントし配布
（紙）

P8

戦略シートCOP
（COP②）

運転管理班 ①運転管理班→②ＥＲＣ対応者補助（事業部）
→③ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
→⑤ＥＲＣリエゾン対応者（全社）→⑥⑦ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

設備概要図ＣＯＰ
（COP③）

運転管理班
①運転管理班→②ＥＲＣ対応者補助（事業部）
→③ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
→⑤ＥＲＣリエゾン対応者（全社）→⑥⑦ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

全施設の取りまとめ
資料

事象進展の都
度

全社対策
本部事務局

①全社対策本部事務局→②ＥＲＣ対応者補助（全社）→③ＥＲＣ対応
者（全社）→④ＥＲＣリエゾン対応者（全社）→⑤ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

①→②プリントし配布（紙）
③→ＥＲＣ書画装置
④→⑤ＦＡＸ

P15

時系列情報 30分毎 ＥＲＣリエゾン
対応者

①時系列入力→②ＥＲＣリエゾン対応者（全社）
→⑤ＥＲＣ対応者（事業部）→ＥＲＣ
→③④ＥＲＣリエゾン→ＥＲＣ

①→②プリントし配布（紙）
⑤→ＥＲＣ書画装置
②→③電子メール
④→ＥＲＣプリントし配布（紙）

指標：3
P2参照

＜送付資料一覧＞

1



指標１：情報共有のための情報フロー（2/16）

ERC対応者
（事業部）

ＥＲＣリエゾン

ERC対応者
補助（事業部）
（書画装置管理兼
務）

ERC対応者（全社）

ERC対応者補助(全社)

全社対策本部

ERCリエゾン対応者(全社)

ERCリエゾン対
応者（全社）はＰ
ＣＴＶ会議等を用
いてＥＲＣリエゾ
ンと常時接続。

ERC対応者補助
（全社）はＰＣＴＶ
会議等を用いて
全社対策本部
室と常時接続。

本部事務局
（通報、情報管理）

本部事務局
（QA対応チーム）

ERC QA管理者（全社）
（ＱＡ管理者補助含む）

ＥＲＣ対応チーム
情報収集担当（戦略、
設備情報）

ＴＶ会議（ＥＲＣ）＋書画装置

凡例：
：電子ホワイトボード

：TV会議モニタ

時系列※１

設備状況
（大型表示装置）

時系列※１

設備状況※２

運転管理班 設備応急班 放射線管理班

：マイク

スキャナ・ＦＡＸ係
（全社）

ＥＲＣ対応チーム ＱＡ対応担当

ＥＲＣ対応チーム
情報収集担当（ＱＡ）

：ＥＲＳＳ端末

：設備状況ＣＯＰ作成端末

ERC対応
（全体統括）

：書画装置

ＥＲＣ対応管理チーム
情報管理担当

：資料
回収箱

本部への追加対応要求

本部への
対応指示

チェック

QA対応チーム総括
本部への対応要求

2

前回訓練からの改善点
ＥＲＣからのＱＡ対応についても、ＥＲＣ対応管理チームがＱの概要の把
握、そのＡに対する回答の妥当性を確認し、より正確なＱＡ対応を行うこ
とを目的として、ルールの修正を行った。

事業部
対策本部
本部席

事業部 対策本部
各機能班長および部長席

（運転管理班（計画、現場）、設備応急班、
放管班）

QA対応依頼／回答

COP資料等

設備状況※２

※１、※２：
同一画面を共有

ＥＲＣ対応管理
チーム総括



通報文

本部
G

指標１：情報共有のための情報フロー（3/16）

EAL判断(TV会議)

全社対策本部長
指示事項

設備状況※１

全社対策本部長

事業部対策
本部長（原子
力防災管理
者）

ＥＲＣ対応室

事業部対策本
部説明資料
（ＣＯＰ資料）

全社、事業部間対
応窓口（カウンター
パート）

通報文, ＣＯＰ資料を
本部内説明

事業部連絡員Ｂ

カウンターパート、デヂ
エ等により情報入手、全
社側ＱＡ対応

情報共有

ERC対応者補助(全社)

ERC対応者連絡員

凡例：
：電子ホワイトボード

：ＥＲＳＳ端末

：書画装置

：TV会議モニタ

：音声共有システム

ERC対応状況、
全社対策本部状
況共有、質疑対
応

再処理事業部
対策本部

事業部連絡員Ａ

3

音声共有システムによ
る情報入手

事業部連絡員Ｃ

前回訓練からの改善点
全社対策本部との情報強化のため、音声共有システムによる
状況収集要員を追加配置する。

TV会議
（社内）

ＴＶ会議
（書画）

※１
事業部対策本部
の画面を共有



ＥＲＣ（プラント班）

＜情報フロー（ＥＡＬ判断）＞

本部事務局
情報管理チーム

ＥＲＣ対応者（事業部）

③10条、15条事象発生連絡ＥＡＬ判
断根拠およびＥＡＬ判断時間の説明
（説明済みの内容は割愛）

④10条、15条事象発生連絡ＥＡＬ判断根拠および
ＥＡＬ判断時間の説明（説明済みの内容は割愛）

⑦説明に使用したＥＡＬ通報
基準のうち重要な情報をＦＡＸ送付

指標１：情報共有のための情報フロー（4/16）

ＥＲＣリエゾン
対応者（全社）

⑥ＥＲＣ対応者が判断根拠に説明した際の
ＥＡＬ通報基準をＥＲＣプラント班へ送付依
頼

事業部対策本部
（原子力防災管理者）

・ＥＡＬ通報基準を用いて、ＥＡＬ判断
・ＥＡＬ判断時間を宣言

運転管理班または放射線管理班
・現場指示値等の報告
・ＥＡＬ通報基準を用いて、ＥＡＬ該
当事象の判断根拠を説明

ＥＲＣ対応補助（事業部）

⑤判断根拠説明に
使用したＥＡＬ通報基準を配布

デヂエ、電子ＷＢ、音声会議

※10条、15条事象
発生情報入手

ＥＲＣリエゾン
⑧説明に使用したＥＡＬ
通報基準を配布

ERC

ＥＲＣ対応室

再処理 緊急時対策所ＥＲＣ対応管理チーム
情報管理担当

ＥＲＣ対応チーム
情報収集担当（戦略、設備情報）

② 10条、15条事象発生情報説明

①10条、15条事象発生情報説明

4



指標１：情報共有のための情報フロー（5/16）

＜EAL判断根拠＞

5



指標１：情報共有のための情報フロー（6/16）

＜EAL判断根拠＞

6



＜情報フロー（通報文）＞

ＥＲＣ（プラント班）

本部事務局 司会進行チーム

ＥＲＣ対応者（事業部）

①通報文（紙）配布

④通報文説明※２

※1 着信確認の都度、事象内容はＴＶ会議で説明することをＥＲＣに確認し、了承が得られた場合、説明を省略する。
※2 通報文説明時は、ＥＡＬコード、放射線管理および施設情報等の付帯情報について説明し、その他説明済みの
内容を割愛する場合は、ＥＲＣへ確認をとる。

②通報文送付、着信
確認※１

指標１：情報共有のための情報フロー（7/16）

事業部対策本部本部員 ・通報文内容確認

・通報文作成
（通報文チェックシートを用いて作成）本部事務局 司会進行チーム

ＥＲＣ対応者補助（事業部）

③通報文（紙）配布、説明

ERC

ＥＲＣ対応チーム
情報収集担当（戦略、設備情報）

ＥＲＣ対応管理チーム 情報管理担当

ＥＲＣ対応室

再処理 緊急時対策所

7



ＥＲＣ（プラント班）

＜情報フロー（COP）＞

本部事務局 情報管理チーム（事業部）

（設備状況ＣＯＰ（ＣＯＰ①））

ＥＲＣ対応者（事業部）

③ＣＯＰ内容説明

④ＣＯＰ内容の説明※１ （ＥＲＣ配備資料を活用）⑥ メールにてCOP送付

指標1：情報共有のための情報フロー（8/16）

ＥＲＣリエゾン対応者（全社）

⑤ＥＲＣ対応者が説
明するＣＯＰをＥＲＣ
プラント班へ送付依
頼

事業部対策本部 ・重大事故等の対応方針の決定
・各班が入手した施設情報

・現場指示値等の報告入力
・事故の対応方針を戦略シートへ記載（書画装置で
表示でき、かつ文字が潰れないペンを使用する）

ＥＲＣ対応者補助（事業部）

電子ＷＢ

※プラント状況
の情報入手

ＥＲＣリエゾン

⑦モバイルPCでＣＯＰをモバ
イルプリンタから印刷し配布

①入力したＣＯＰ打ち出し
②ＣＯＰ配布および内容説明

ERC

ＥＲＣ対応管理チーム 情報管理担当

ＥＲＣ対応チーム
情報収集担当（戦略、設備情報）

ＥＲＣ対応室

再処理 緊急時対策所

※1 ＣＯＰ説明時は、今後の目標、戦略および戦術等について説明し、その他説明済みの内容を割愛する場合は、
ＥＲＣへ確認をとる。

・運転管理班
・設備応急班

（戦略シートCOP（COP②））
（設備概要図ＣＯＰ（COP③））
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指標１：情報共有のための情報フロー（9/16）
＜ＣＯＰ①設備状況COP＞

対策 要　・　否

要　・　否

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　・　発　・　拡　・　放

建屋

状態 初　　　・　　　拡

建屋

状態

建屋

初　・　発　・　拡　・　放

溶媒火災

対策 要　・　否

燃料損傷

対策

その他漏えい

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

月　　日

：

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ｈ ⇒
月　　日

：

頂部までの水位

有 ・ 無

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

ＣＡ

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

℃

℃

℃

℃

制限温度 猶予時間

到達日時到達日時猶予時間

2ｍ（ＳＥ30）

第１電源車

電
源
設
備

Ｅ
Ａ
Ｌ

負
傷
者
な
ど

μＳｖ

ＡＬ

ＳＥ

ＧＥ

判断時間 モニタリングカー

第１非常用Ｄ/Ｇ　Ａ系

第２非常用Ｄ/Ｇ　Ａ系

運転予備用Ｄ/Ｇ

状態 状態

放射性物質の放出（ＥＲＳＳ参照）

区分

判断時間

区分

判断時間

区分

：：

第３電源車

到達日時

設備

第１非常用Ｄ/Ｇ　Ｂ系

第２非常用Ｄ/Ｇ　Ｂ系

予備用Ｄ/Ｇ（廃棄物）
第２電源車

頂部までの水位

クリティカル情報（　　　　：　　　時点）

現在水位

到達（ＧＥ30） ｈ ⇒

⇒

制限温度 猶予時間

要　・　否

水素爆発

対策 要　・　否

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

ＧＣ ユーティリティ建屋

Ｆ 使用済燃料受入・貯蔵建屋

ＡＡ
その他特記事項

重
大
事
故
対
策
情
報

ガラス固化貯蔵建屋

高レベル廃液ガラス固化建屋

制限濃度

８ｖｏｌ/％
（EAL
AL４４）

猶予時間

ｈ ⇒

廃棄物

ガラス貯蔵

ガラス

固化設備

使用済燃料

貯蔵プール

ＡＣ 精製建屋 ＧＡ 非常用電源建屋

建屋略称一覧 ＢＡ ウラン脱硝建屋

100℃
（ＡＬ29）

運転

状態

負圧

冷却

水系

再処理本体

前処理建屋 ＣＡ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 Ｅ

態勢COP①　再処理 設備状況ＣＯＰ

建屋 対象

燃料プール水位

： ： ：

： ： ：

状態・対策建屋種類

建屋

：

臨界 状態 拡　　　・　　　放

対策 要　・　否

ＡＢ

ＡＣ

ＣＡ

ＫＡ

猶予時間

ｍ

建屋 対象 現在温度

100℃
燃料プール水漏えい

120℃
（ＧＥ29）

到達日時

蒸発乾固

対策

災害情報

ｈ ⇒

ｈ ⇒

ｈ ⇒
月　　日

：

建屋

ＡＡ

設備

外部電源

再）重大事故対応

時間 現在

月　　日

：Ｆ

Ｆ

水
素
掃
気

プ
ー
ル
水

、
蒸
発
乾
固

燃料プール水温 ℃

建屋 対象※１ 現在温度

ＫＡ 貯槽（　　　　　　　） ℃

月　　日

：

到達日時

ＡＢ 分離建屋 ＣＢ ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 ＫＡ

月　　日

：
月　　日

：
月　　日

：
月　　日

：

主
要
設
備

到達日時 設備

貯槽（　　　　　　　）

貯槽（　　　　　　　）

対象※１

ｈ ⇒

ｈ ⇒

制限温度 猶予時間

設備状態凡例 ○：運転中、Ｓ：待機中（使用可能）、△：電源・燃料等の喪失および分解点検等伴い使用不能であるが復旧可能 ▲：準備中、■：確認中または未対応、×：故障、損傷により使用不能 ※１：最も厳しい貯槽を記載。

重大事故状態凡例：初：初動対応（アクセスルート確認）、発：発生防止対策、拡：拡大防止対策、放：異常な水準の放出防止対策

前回訓練からの改善点
様式を見直し、蒸発乾固におけるＧＥ（ＧＥ２９）の到達時間、
日時の項目を追加した。
また、使用済燃料プールの水位および漏えいに関する事項
を追加した。
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指標１：情報共有のための情報フロー（10/16）
＜ＣＯＰ②戦略シートCOP＞

10

前回訓練からの改善点
ＣＯＰ②資料を修正し、対策作業のフロー部分に「作業中」｢完
了」等のステータスを明確化するチェックボックスを明記した。

①第１非常用ディーゼル発電機Ａ、Ｂ　（設置建屋：ＦＡ建屋　給電対象：Ｆ施設非常用母線（＝プール冷却）

分解復旧

使用不能

使用不能

（分解点検中）

手動起動

原因調査 修復作業

給電

（Ａ）
（Ｂ）

自動起動

自動起動

給電
手動起動

原因調査 修復作業

第１非常用
ディーゼル
発電機Ａ

第１非常用
ディーゼル
発電機Ｂ

（分解点検中） 分解復旧

（Ｂ）
（Ａ）

凡例

：成功

：失敗または対策不能

COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 電源系の対策（1/5）

‘ 成功 （ ： ）

‘ 失敗
‘ 成功（ ： ）

‘ 失敗

‘ 実施中 ‘完了

完了予定（ ： ）

‘ 実施中 ‘完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

‘ 実施中 ‘完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

‘ 成功 （ ： ）

‘ 失敗
‘ 成功（ ： ）

‘ 失敗

‘ 実施中 ‘完了

完了予定（ ： ）

‘ 実施中 ‘完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

給電予定（ ： ）

給電完了（ ： ）

‘ 実施中 ‘完了

復旧予定（ 月 日 ： ）

（Ａ）⇒ （全交流電源喪失から30分経過）⇒

（Ｂ）⇒ （発電機Ａ、Ｂ系使不能）⇒ （５／５）へ

ＥＡＬ判断（ＡＬ２５）

待機

待機除外

待機

待機除外



指標１：情報共有のための情報フロー（11/16）
＜ＣＯＰ②戦略シートCOP＞

11

前回訓練からの改善点
ＣＯＰ②資料を修正し、対策作業のフロー部分に「作業中」｢完
了」等のステータスを明確化するチェックボックスを明記した。
また、どの注水ループ系を選択しているのかを示すチェックボ
ックスを追加する等、資料構成の全般を見直した。

COP② 戦略シートCOP 事象発生日時 20 年 月 日 ： 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（１／６）

初動対応

(現場確認、ルート決定

資機材（ホース）確認)

（内部ループ注水の成否）

統括当直長に

よる重大事故対策

（蒸発乾固）の実施判断

統括判断時刻（ ： ）

【重大事故等の発生防止対策】 内部ループ注水、コイル注水

初動対応開始（ ： ）

完了予定時刻（ 月 日 ： ）

‘ 初動対応完了

※各作業の進捗詳細はＣＯＰ③参照ループ、コイル注水成功

【重大事故等の拡大防止対策】 機器への注水

建屋
機器注水
準備作業

機器注水
開始

注水予定時刻

ＡＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

【異常な水準の放出防止対策】

凝縮器注水、セル導出、可搬型ダクト及び排風機の設置、起動

放出安定化

建屋
セル導出、凝縮機注水、可搬型
ダクト設置、可搬型排風機起動

管理放出
開始

完了予定時刻

ＡＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ 　‘作業中
　‘完了

‘ （　　月　　日　　　　：　　　　）

作業環境の悪化

までに対策実施困難

ループ

注水失敗

管理放出成功

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
冷却安定化

・貯槽温度１００℃到達 ⇒

・貯槽温度１２０℃到達 ⇒

ＥＡＬ判断（ＡＬ２９）

ＥＡＬ判断（ＧＥ２９）

建屋
（選択したループ系統）

ループ注水
準備作業

ループ注水
成否

コイル注水
準備作業※

コイル注水
成否※

注水予定時刻

ＡＡ
（‘Ａ系、‘Ｂ系）

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＢ
（‘Ａ系、‘Ｂ系）

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＡＣ
（‘Ａ系、‘Ｂ系）

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＣＡ
（‘Ａ系、‘Ｂ系）

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

ＫＡ
（‘Ａ系、‘Ｂ系）

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

　‘作業中
　‘完了

　　‘成功
　　‘失敗

（　　月　　日　　　　：　　　　）

屋外 　‘作業中
　‘完了

－ 　‘作業中
　‘完了

－ （　　月　　日　　　　：　　　　）

注１：内部ループへの注水が失敗した場合には、【進行緩和対策】及び【異常な水準の放出防止対

策】を実施し、その上で貯槽ごとに冷却コイル等の健全性を確認し注水を行う。

安全審査における沸騰

の最短時間：約１１ｈ

注１



指標１：情報共有のための情報フロー（12/16）
＜ＣＯＰ③設備概要図COP＞

12

前回訓練からの改善点
ＣＯＰ③の記載構成を見直し、ＣＯＰ②で記載した対策のフロ
ーと同構成にすることで、対策活動の流れを把握できるように
した。
また、ＣＯＰ②の記載情報と重複を避けるため、作業の開始、
終了時間のみを記載する構成とした。

COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（１／５）

【重大事故等の発生防止対策】 内部ループ注水、コイル注水

ループ、コイル注水成功

【重大事故等の拡大防止対策】 機器への注水

【異常な水準の放出防止対策】

凝縮器注水、セル導出、可搬型ダクト及び排風機の設置、起動

放出安定化

作業環境の悪化

までに対策実施困難

ループ

注水失敗

管理放出成功

放出抑制

（建屋への放水、主排気筒への散水）
通常状態への

復旧検討
冷却安定化

準備作業開始 準備作業完了 通水開始

ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

屋外 （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

準備作業開始 準備作業完了 通水開始

ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

屋外 （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

建屋

建屋

内部ループ通水

冷却コイル通水

準備作業開始 準備作業完了 通水開始

ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

凝縮器の注水、セル導出
建屋

準備作業開始 準備作業完了 通水開始

ＡＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＢ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＡＣ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＣＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

ＫＡ （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　） （　　　月　　　日　　　　：　　　　　　）

建屋
機器への注水

月 日 ： 現在



指標１：情報共有のための情報フロー（13/16）
＜ＣＯＰ③設備概要図COP＞

13

前回訓練からの改善点
対策作業の実施後に、可搬型測定設備を用いるものについて、
確認されるパラメータを追加した。

COP③ 設備概要図ＣＯＰ 全交流電源喪失 重大事故対策（蒸発乾固）（２／５）

可搬型測定器測定結果 【重大事故等の発生防止対策】
月 日 ： 現在

建屋 可搬型計測器 測定結果

可搬型冷却水流量計

ＡＡ

ＡＢ

ＡＣ

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型膨張槽液位計

可搬型貯槽温度計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型漏えい液受皿液位計

建屋 可搬型計測器 測定結果

ＣＡ

ＫＡ

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型貯槽温度計

可搬型冷却水流量計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型膨張槽液位計

可搬型貯槽温度計

可搬型漏えい液受皿液位計

可搬型冷却水流量計

可搬型冷却コイル圧力計



＜ＥＲＣからの質問対応＞

ＥＲＣプラント班

ERC QA管理者（全社）
（ＱＡ管理者補助含む）

①事業部に
関る質問

⑦質問回答内容を説明

再処理 緊急時対策所

⑧事業部に関る質問回答

指標１：情報共有のための情報フロー（14/16）

各対策班

情報収集回答

ＥＲＣ対応者（事業部）

ＥＲＣ対応者補助（事業部）

ＥＲＣ対応チーム 情報収集担当（ＱＡ対応）

②質問回答を依頼

④各班からの質
問回答をデヂエ
に入力、本部事
務局（ＥＲＣ対応）
情報収集からの
問い合わせに対
応。

⑤回答がデヂエ入力されたか、
もしくは回答用の資料を受領し
たことを報告。

⑤’全社に関る質問回答

ＥＲＣ対応者（全社）

ＥＲＣ対応者補助（全社）

③’各班などからの
質問回答をデヂエ
に入力。ＥＲＣ対応
者補助（全社）から
の問い合わせに対応。

①’全社に
関る質問

④’質問回答内容
を説明

②’ＥＲＣ ＱＡ管理者
が入力したデヂエ
に回答を記入する
よう依頼する。

全社対策本部

各対策班、各事業部連絡員

情報収集 回答

事務本館全社対策本部室

ERC

ＥＲＣ対応チーム
ＱＡ対応担当（事業部）

※点線内質問内容共有範囲ＥＲＣ対応室

③ＥＲＣ ＱＡ管理者が入力し

たデヂエに回答を記入するよ
う依頼する。

本部事務局（QA対応チーム）

⑥デヂエ入力された回答を紙に転記、
もしくは回答用の資料を配布。

ＥＲＣプラント班からの質問事項
をデヂエに記入する。

（緑破線）
質問回答記入状況の把握。
ＥＲＣ対応者が質問回答後はデ
ヂエに回答済みと記載する。また、
ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い
質問の進捗を適宜確認し、回答
を促す。

ＥＲＣ対応管理チーム
情報管理担当

14



ＥＲＣプラント班

全社対策本部事務局

指標１：情報共有のための情報フロー（15/16）

各事業部連絡員、 ＣＯＰ、電子ＷＢ、デヂエ

ＥＲＣ対応者（全社）

ＥＲＣ対応者補助（全社）

事務本館全社対策本部室

＜全施設取りまとめ資料＞

③資料内容の説明

ＥＲＣリエゾン対応者（全社）

ＥＲＣリエゾン

⑤説明に使用した資料
を配布

①事業部連絡員、 ＣＯＰ、電子ＷＢ、デヂエから
各施設の情報を入手し取りまとめ資料を作成。

②資料送付
（プリンタ出力）

④説明した資料のうち、重
要な情報をＦＡＸで送付

資料配布

資料送付連絡

ERC

ＥＲＣ対応室

15



指標１：情報共有のための情報フロー（16/16）
＜全施設取りまとめ資料＞

○：○○現在

AL SE GE
△：△△地震

AL SE GE

△：△△地震 ○：○○　SE10

AL SE GE

△：△△地震 ○：○○　SE10

再処理

濃縮

埋設

対策活動等の実施状況

・異常なし

対策活動等の実施状況

・異常なし

対策活動等の実施状況

・異常なし

日本原燃 施設状況一覧

16



指標2：ＥＲＣプラント班との情報共有（1/1）
＜ERC対応ブース発話者の育成・多重化の考え方の説明＞

【 ２０１８年度】
２０１８年度は、メインとなるカウンターパート１名とその補助者１名を選出し、訓練を実施
した。

【 ２０１９年度】
２０１９年度は、昨年度補助者であった要員をメインとなるカウンターパートとして配置し、
個別訓練を実施した。
今後も訓練を継続し、総合訓練においてＥＲＣ対応の効果を確認する。

ＥＲＣ対応の向上のため、メインカウンター
パートを固定して訓練を実施。

メインカウンターパート 補助者

補助者メインカウンターパート

ＥＲＣ対応要員の多重化の観点から、補助
者をメインカウンターパートとして配置し、
訓練を実施。

1



＜プラント情報表示システムの使用（ＥＲＳＳ等を使用した訓練の実施）＞

・再処理事業所の緊急時対策所および即応センターで参照できるＥＲＳＳ
については、訓練時は模擬データをあらかじめＥＲＳＳサーバに入力し、
表示を切り替えることで訓練を実施する。詳細は、下記フローのとおり。

実機 ＥＲＳＳ
サーバ

ＥＲＤＳ
サーバ

ＥＲＣ

緊急時対策所
（再処理）

ERC対応室
訓練用
模擬信号

【凡例】
平常時の信号の流れ

訓練時の信号の流れ

指標3：情報共有のためのツール等の活用（1/5）

1



ＥＲＣ（プラント班）

＜ＥＲＣプラント班との情報共有（ＥＲＣリエゾン）＞

ＥＲＣ対応者（事業部）

⑤必要に応じて時系列の
内容説明、質疑応答

ＥＲＣリエゾン対応者（全社）

ＥＲＣリエゾン

③時系列送付（メールにて送付）

④モバイルPCで資料をモバ
イルプリンタから印刷し配布

①時系列入力：デヂエ、電子ＷＢ（事業部対策本部 本部事務局、全社事務局）

②時系列配布（印刷配布）

ERC

ERC対応室

指標3：情報共有のためのツール等の活用（2/5）

2



＜ERCプラント班との情報共有（ERCリエゾン）＞

ＥＲＣプラント班

本部事務局（ＱＡ対応チーム）

各対策班

情報収集回答

ＥＲＣ対応者補助（事業部）

ＥＲＣ対応チーム ＱＡ対応担当

⑧質問回答を連絡

⑥各班からの質問
回答をデヂエに入力
もしくは回答用の資
料を作成し、連絡

⑦回答がデヂ
エ入力されたこ
と、または回答
用の資料を送
付した旨を報
告

ＥＲＣリエゾン対応者（全社）

①質疑対応
基本的な各施設の設備構成等
（プラント状況についてはＴＶ会議で質疑）

回答

ＥＲＣリエゾン

②ERCリエゾン対応
者に回答を依頼

③デヂエに質問事項を記載し、ＥＲＣ対応者補助
に回答の作成を依頼

④回答の作成を依頼

⑤回答の作成を依頼

⑨質問回答を連絡

ERC

ＥＲＣ対応チーム 情報収集担当（ＱＡ）

ＥＲＣ対応室

再処理 緊急時対策所ERC対応管理チーム
情報管理担当

指標3：情報共有のためのツール等の活用（3/5）
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＜ＥＲＣリエゾンの役割＞

○訓練開始前
・初期配布資料の配布
災害対応資料集配布
訓練前提条件配布
事前状況付与配布

○訓練開始後
・質疑応答対応
事故対応状況以外の質問事項

・資料配布
COP
時系列情報
EAL判断（通報基準）

 全施設取りまとめ資料
・ＥＲＣ広報班との情報共有
 プレス文、記者会見、ＨＰ公開等

＜ＥＲＣリエゾンの活動内容＞

・ERCとＥＲＣ対応者間の情報共有の支援
・ＥＲＣからの質問事項への回答

指標3：情報共有のためのツール等の活用（4/5）

4



指標3：情報共有のためのツール等の活用（5/5）

＜ＣＯＰの活用作成・更新のタイミング、頻度＞

＜ＥＲＣ備え付け資料の活用＞

ＣＯＰ資料は、事業部対策本部内で行なうブリーフィングに合わせて作成、更
新する運用とし、各ブリーフィングの開催頻度、作成するＣＯＰを事業部対策
本部の行動規範（ガイドライン）に明確化する。

詳細は「行動規範（ガイドライン）」（抜粋）を参照。

ＥＲＣカウンターパートは、必要に応じてＥＲＣ配備資料を使用して、事故状況
等の説明を行う運用とする。
また、上記運用、使用する資料例について、ＥＲＣ対応心得に明確化する。

5



【事業部対策本部ブリーフィングに関する事項】 

 （１０）事業部対策本部（非常時対策組織）は、本部立ち上げ後、状況に応

じブリーフィングを行う。 

１．事業部対策本部（非常時対策組織）の立ち上げ後、以下のブリーフィングを開催する。 

①初期ブリーフィング 

・原則として、事業部対策本部の立ち上げ後、目安として 20 分後を目処に開催する。

・プラント状況、通報連絡状況等の確認を行う。 

・手順に基づいた各班の事象収束のための対策活動の方法、状況確認を行う。 

②目標設定会議（初回） 

・本部席員で対応の基本方針の決定を行う。 

・決定した対応の基本方針について、本部周知を行う。 

③定期ブリーフィング 

・原則として、初期ブリーフィング後、３０分周期で開催する。

・プラント状況、対策活動の進捗状況等の確認を行う。 

④緊急ブリーフィング 

   ・開催判断は、本部員（誰でも）が具申し、本部長が判断する。

・緊急性が高い情報（プラント状態急変、火災・爆発、傷病者発生等）の報告・確認を行う。 

・必要に応じて、対応方針決定のための「目標設定会議」の開催を宣言する。なお、開催のタイ 

ミング（即時開催 or 20 分後等）は、状況に応じて判断する。 

⑤目標設定会議（変更） 

 ・本部長が必要と判断した場合に開催する。

 ・想定外事象や、緊急事象が発生した場合の対応方針を決定する。 

２．ブリーフィングの参加者は、本部席の要員（９名）、各機能班の資料説明者までとし、特に指示が無い

限り、他の本部員は参加しない。 

  また、目標設定会議については、本部席内での議論、検討は原則としてマイク、書画装置の使用を禁

止する（本部員の誤解を防止するため）。 

３．ブリーフィングの開催案内、議事進行は、本部事務局が行う（取り纏め：防災管理部長）。 



４．各ブリーフィングの開催イメージを以下に示す。 



５．各ブリーフィングで使用する説明資料の作成者は以下の通り。 

会議 資料 資料作成班 

①初期ブリーフィング 

ＣＯＰ① 

設備状況ＣＯＰ 

本部事務局 

（情報管理チーム） 

ＣＯＰ③ 

設備概要図ＣＯＰ 

運転管理班 

現場統括 

②目標設定会議（初回） 

⑤目標設定会議（変更） 

ＣＯＰ② 

戦略シートＣＯＰ 

運転管理班 

計画統括 

④定期ブリーフィング 

ＣＯＰ① 

設備状況ＣＯＰ 

本部事務局 

（情報管理チーム） 

ＣＯＰ② 

戦略シートＣＯＰ 

運転管理班 

計画統括 

ＣＯＰ③ 

設備概要図ＣＯＰ 

運転管理班 

現場統括 

緊急ブリーフィングは、必要に応じ各班で資料を準備する。また、上記以外の説明資料（設計図書等）

が必要な場合は、資料作成班で任意に追加する。 

６．各ブリーフィングで使用する説明資料（ＣＯＰ①～③）は、原則として、各班の班長（部長）または

説明担当者が説明を行う。 

本部席の各統括者（工場長、運転部長、設備応急班筆頭部長）は、必要に応じて本部席より補足を行

なう。



添付資料－１ 

ERC 対応時の心得、テレビ会議等による発言ポイント 

［ERC が必要な情報］ 

１．ERC 対応時の心得 

(1)緊急時は迅速かつ積極的な情報発信に努めること。 

・①事故・プラントの状況、②事故収束対応戦略、③戦略

の進捗状況などの情報を組み合わせ、全般を通じて状況

を断片的ではなく、適時に施設全体の状況を俯瞰した説

明（わかりやすい説明）に努めること。 

・特に、施設外からの支援を含めた住民防護措置の発動（１

０条確認、１５条認定）を判断するために必要な情報（上

記の①②の情報）に不足や遅れなく、積極的に情報提供

すること。 

(2)相手に「伝える」だけでなく「伝わる」ように、 

・情報提供に際しては、図表などの視覚情報の活用（重要

事項や説明箇所を手書き・マーキングを付加するなど）

し理解促進に努めること。 

以 上 



２．テレビ会議等による発言ポイント 

 ERC 説明・対応時には以下の３点を考慮すること。 

①事故・プラント状況について 

＜説明すべき事項＞ 

ａ．現在のプラント、新たな事象の発生（発生した事象ＥＡＬ、防災管理者が判断し
た時刻を含む）、線量の状況、負傷者の発生等のイベントについて、必要な情報に
不足や遅れがなく、積極的に情報提供すること。 

ｂ．事象進展中に、主要データ（モニタポスト等）の挙動の変化等の情報共有につい
て、適切なタイミング（約 10 分間隔）で報告すること。 

ｃ．全般を通じて、状況を断片的ではなく、適時に施設全体の状況を俯瞰した説明を
行うこと。 

ｄ．ＥＲＣからの質問はＱＡ管理し、遅れなく回答すること（また、ＥＲＣから優先
付けされた質問については、優先的に回答すること） 

  ＜説明資料＞ 

・デヂエ（速報を含めた時系列情報、ＥＲＣからの質問回答）、通報文（警戒事象、
経過連絡、10 条通報、25 条報告）およびＥＡＬ判断根拠、ＥＲＣ説明資料、ＣＯ
Ｐ資料、全施設取り纏め資料などを活用すること。 

②事故収束対応戦略について 
＜説明すべき事項＞ 

・事故の進展予測およびこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）※１につ

いて、必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報提供すること。 
※１：プラントのクリティカルがなにか（例：設備の破損箇所・期待する設備や環境への放出・

放出開始または放出停止予想時刻など）を明確にして、なに（例：対処設備・作業など）
を優先させて、いつまでに期待する設備の運転に着手・使用できるか（予定も含めた）
の対処方針を報告すること。 

  ＜説明資料＞ 

   ・設備概要図ＣＯＰ、戦略シートＣＯＰやＥＲＣ説明資料などを活用すること。 

③対応戦略の進捗状況について 
＜説明すべき事項＞ 

 ・事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況※２について、必要な情報に不足や

遅れがなく、積極的に情報提供すること。 

※２：上記※１の進捗状況を適宜、報告すること。

＜説明資料＞ 

 ・設備概要図ＣＯＰ、戦略シートＣＯＰやＥＲＣ説明資料などを活用すること。 

なお、上記説明対応にあたり、ＣＯＰ資料等の対策状況の資料配布が遅れている場合は、

ＥＲＣ対応室に備え付けられている「ＥＲＣ配備資料」を積極的に活用して、予想される施

設の状況、対策作業の予定等を説明すること。 



添付資料－２ 

ERC への説明にあたっての注意事項（詳細） 

１．説明時のお作法（何を優先的に発言するか？等） 

(1)説明者（カウンターパート）は、どの施設・事業部（または全社）の内容について説明するのかを冒

頭に発言すること（同時発災のときは特に注意すること。） 

発話例：①○△事業部の○×です。発言よろしいでしょうか？（ERC に了解後）。○′施設の△×に

ついて説明します。 

    ②全社対策本部の○×です。発言よろしいでしょうか？ 

(2)通報文の FAX 着信確認は、第１報以降も都度、実施すること 

(3)ERC に送付した（通報文含む）FAX については、新規の内容を積極的に説明すること。口頭説明済み

の内容については、ERC プラント班に口頭説明済みであるため、説明を割愛する旨連絡し、了解を得て、

説明を省略すること。 

FAX 内の重要情報（新規情報）はマーキングで識別するなど、工夫して説明すること 

重要情報例：EAL 発生・格下げ情報を含む新たな事象の発生、COP（事故・プラントの現況、事故収束 

対応戦略、戦略の進捗状況）、環境放射線量の状況、負傷者の発生、プレス関係 等 

(4)EAL の説明の際には、ＥＡＬの判断フローまたは防災業務計画［連絡（通報）基準等※］を活用するこ 

  と 

※発生事象が防災業務計画のどの箇所に該当するのか（判断根拠も合わせて）、具体的に説明すること 

例：防災業務計画の「ＥＡＬ番号、略称、基準・設定の考え方（判断根拠）に対して現在のデータ値と

その値の傾向（上昇ｏｒ高めで安定ｏｒ低下）などの具体的に定量的に」、順序立てて説明すること。 

また防災管理者の事象判断時刻も合わせて報告すること。 

(5)ERC への説明の際には、予見的な情報を積極的かつタイムリーに発信するように心がけること 

［例：今後の事象収束の手段（可能な限り代替手段（第２候補、第３候補なども含め））を説明するな

ど］ 

(6)定量的な説明を心がけること。また、数字を説明するときは必ず単位をつけること。 

例：事象進展中に主要データの挙動の変化等（特に MP 情報は 10 分間隔）を ERC に報告すること）、作業

着手・完了の見込み、完了した時間（見込み／実績） 等のデータや、事象の具体的な内容 等 

(7)建屋名称、系統の略語、記号などの略語は基本的に使用しないこと 

２．ＴＶ会議システムの書画カメラ・マイク等の使用時の注意事項 

(1)書画カメラを用いて説明する際には、 

① ＴＶ会議システムモニタの入力画面を切り替える旨、発話すること 

② ピントが合うまで数秒かかるので注意すること 

［先方で資料がキチンと見えていることを確認してから説明すること］ 

③ 説明する資料に手書きで記載する場合は「ボールペン」は使用しないこと。ただし「太めの濃い

ペン」で手書き使用すると、字がつぶれてしまうため、適切な太さのペンを使用すること。 



また、説明時には「対処方法や対処した時間を手書きする」など工夫すること 

  ④ 書画カメラでの説明が終了した場合は、書画カメラの共有を適宜オフにすること。ただし、ERC

プラント班から書画カメラで資料を写したままにして欲しい等の要望があった場合は、要望に

応じた対応をすること。 

⑤ 書画装置を用いて説明した資料は、説明済み BOX に入れ、FAX・スキャナ係は説明した資料のう

ち、COP、EAL 判断フロー、EAL 判断基準について附番をつけてＥＲＣおよび H1緊対に送付する

こと 

(2)ＴＶ会議マイクを用いて説明する際には、 

① しっかりとマイクに近づき発話すること 

② 説明しない場合は、マイクの「切」を徹底すること［周りの雑音を拾うため］ 

(3)ＴＶ会議システムの画質の調子が悪くなったり、音声のやり取りができなくなった場合は、 

・先方にその旨、電話連絡した上で、再処理事業部は電話会議（濃縮事業部および埋設事業部の場

合は電話）に切り替えること。 

３．ブリーフィングについて 

(1)ＥＲＣ対応室－ＥＲＣ間の認識合わせのため、定期的にブリーフィング（施設全体の状況を俯瞰した

説明や活動状況のまとめ説明）を実施すること。説明内容には MP、EAL、負傷者情報などの重要事項

を含めること。（単なる時系列の説明にならないように、ＣＯＰ等を使用し簡潔に説明すること。） 

※上記ブリーフィング以外（第 15 条認定会議等）において、内閣府等から全体概要の説明を求めら

れることがあるので注意すること。 

４．速やかな情報発信と情報の識別について 

(1)非オフィシャル情報（デヂエ）を活用した積極的な情報発信 

 事象発生直後の初動の ERC への説明時には、オフィシャル情報が入ってきにくいため、非オフィシ

ャルな情報（デヂエ）であっても、速報としての位置付けを双方（当社と ERC）が認識した上で、情報

発信する［プラントの現況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等］ 

ただし、ERC には、オフィシャルとなる前段階の情報であること、その後の確認で内容が変わる可能

があることを十分認識してもらうことが大前提で、ERC 対応者は「今後変わる可能性があるが、◎◎事

業所で◎△が起こっている」など、説明する必要がある。また、口頭のみの 説明では理解頂くこと

ができないため、デヂエ情報をメモ書き（印刷し説明では遅い）して書画カメラで共有するなどの迅

速な対応が必要となる。 

【情報の識別】 

オフィシャル情報 非オフィシャル情報 

事業部から送付されてくる情報 

（通報連絡票、ＣＯＰなど） 

デヂエ情報 

(2)負傷者情報の積極的な情報発信 

負傷者の情報はＥＲＣもかなり関心を持っているため、速やかな情報提供に心がけること。 



全社対策本部の説明者は、救護班への負傷者引渡し以降の情報を適宜ＥＲＣへ情報提供すること。 

５．ＥＲＣ配備資料を用いた説明について 

  （１）対策本部の立ち上げ直後や、同時発災等より対策本部内が錯綜している場合、ＣＯＰ資料等

の説明資料の入手に時間を要する可能性がある。この場合、ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣ対応室

にあらかじめ備え付けられている「ＥＲＣ配備資料」を積極的に活用し、現在入手している

情報から推測される施設の状況、今後予測される対策の進展等をＥＲＣへ説明する。 

  （２）ＥＲＣ配備資料は、事業許可申請書、対策マニュアル等から抜粋された資料が保管されてい

る。（再処理施設：２冊、廃棄物管理施設：１冊）主な内容は以下のとおり。 

     ・敷地付近概要図 

     ・構内図、敷地内の放射線測定設備、気象観測装置配置図、地震検知観測点 

     ・建屋平面図、放射線測定設備の配置図 

     ・主要工程、系統概要図、電源概要図、安重インターロック一覧 

     ・全交流電源喪失時対応手順、臨界対応手順（現行設備用） 

     ・全交流電源喪失対応 ＣＯＰ資料（現行設備用） 

     ・臨界対応 ＣＯＰ資料（現行設備用） 

     ・ＥＡＬ判断根拠、判断フロー（現行設備用） 

     ・重大事故等の対処に係る系統図（現状の安全審査説明資料） 

  （３）ＥＲＣ配備資料は、原子力規制庁ＥＲＣに、ＥＲＣ対応室と同一の資料が設置されているた

め、同一の資料でＥＲＣ側と情報共有を図ることが可能である。 

このため、ＥＲＣ配備資料を用いて説明する場合は、資料の項目番号（インデックス番号）

またはページごとにスタンプされている管理番号を確認し、ＥＲＣ側へ伝えること。 

６．ＱＡの進捗状況の管理 

(1)ＱＡ管理者は「ＱＡ管理表」で適宜、回答の遅い質問対応の有無（ERC が示す重要度の高い質問回答

は約 10 分目安）を確認し、回答先（事業部 or 全社対策本部）に回答作成（デヂエ登録等）をプッシ

ュすること 

７．その他 

(1)敷地境界のモニタポストなどの各計器類が非現実的な指示を示した場合でも、計器故障やその他の要

因による数値の上昇など、「その指示が意味するところ」を調査して技術的知見に基づき説明すること 

 [2017 年度訓練で「濃縮・埋設の線量に対する説明ができなかった」反省事項に対する対応] 

以 上 



添付資料－３ 

テレビ会議による確認事項、発言ルール（例） 

１．初動対応時の確認事項 

チェック 対応 備考 

′ ERC への発言許可を得ること 

（日本原燃から○○について発言してよいか？等） 

′ 当社の対応者を ERC に伝えること※ 

（施設全体の状況の説明は、全社対策本部の

が説明します。また、発災状況の技術的な対応状況

の説明は◎△事業部の     が説明します） 

各カウンターパート 

（メインスピーカー） 

′ ERC の対応者の名前を確認  

′ ERC と当社の電話番号を確認 

ERC 優先①NTT 電話：  、②その他：       

当社優先①NTT 電話：  、②衛星電話：     

①その他手段があれば

確認 

（再処理施設発災の場合は IP 電話番号を確認） 

ERC 優先①地上系：    、②衛星系：     

当社優先①地上系：    、②衛星系：     

※カウンターパート役割分担 

全社対策本部のＥＲＣ対応者 

・「全施設の発災状況や対策活動等の実施状況を取りまとめ（整理し）て、施設全体とし

てなにが起こっているのか」を理解頂けるよう説明するとともに、全社大の対応（オフ

サイト）情報の提供および各事業部の技術的な説明支援を行う［例えば、事業部間の説

明が相反する場合の仕切り等を行う］。 

各事業部のＥＲＣ対応者 

・通報内容、ＣＯＰ等の技術的な説明および作成されたＱＡ回答など事業部（オンサイト）

内の情報提供を行う。 



２．発話ルール例 

＜１０条確認会議／１５条認定会議 ＞（ＦＡＸによる通報の着信を待たずに開催） 

１．原災法１０条ｏｒ１５条該当事象発生連絡 

日本原燃 六ヶ所です。 

規制庁ＥＲＣ 発言よろしいでしょうか。 

（ＥＲＣからの了解を得た後、発言する） 

○○時○○分 原災法１０条ｏｒ１５条該当事象が発生しま

した。通報票は速やかに作成し、送信します。 

２．規制庁から１０条確認会議 or１５条認定会議実施連絡 

３．会議での発言内容例 

日本原燃 六ヶ所です。 

規制庁ＥＲＣ 発言よろしいでしょうか。 

（ＥＲＣからの了解を得た後、発言する） 

①発生した事象／②事業者（防災管理者）が判断した時刻 

○○事業所○○建屋にて、○○事象が発生、その結果、敷

地境界のモニタポストＮｏ．○が上昇し、 

○○時○○分 原災法１０条通報基準値５μＳｖ／ｈの

通報基準に至ったことから、ＳＥ０１、敷地境界付近の放

射線量の上昇※を判断します。 

状況は、通報文とＥＲＳＳ端末※の○○情報を確認くださ



い。（※は再処理のみ） 

＜防災業務計画で「ＥＡＬ番号、略称、基準・設定の考え方（判断根拠）に対して、現

在のデータ値とその値の傾向（上昇ｏｒ高めで安定ｏｒ低下）などに付帯情報も合わ

せて」、順序立てて説明すること＞ 

③ 事象進展の予測、事象収束対応 

約○○分後に、○△の事故対応（操作）を実施し、○○事

象は、○○は収束する見込みである。※

（COP などを活用し説明すること） 

（説明可能であれば）また、○△の事故対応（操作）が出

来ない場合の２の矢として○′の事故対応も速やかに

準備する。 

※ 速やかな事態認定が必要な会議であり、事象進展の予測、

事故収束対応については ERC 対応で説明済の事項については

再度の説明は行わない。 

＜④原子力規制委員会が事象確認（事態認定）する。＞ 

以 上 



①通報文の正確性
a．誤記,記載漏れ防止対策
警戒事態該当事象発生連絡および緊急事態の遷移の判断となる特定事象発生通報
（１０条および１５条事象）するため通報文作成時に、誤記や記載漏れがないよう、
通報文作成時確認チェックシートにて、誤記や漏れを防止する運用とする。
また、チェック体制の強化のため、通報文作成時に、事業部対策本部内の運転管理
班、放射線管理班による内容確認を行う運用とする。詳細は、資料「行動規範ガイド
ライン」参照。

ｂ．誤記,記載漏れ発生時対応
通報文の誤記等が発生した場合には、訂正箇所をマーキング、取消し線などで明示
した通報文を作成後、送付し、電話連絡で補足する。（その時の通報文は、訂正報と
して、通報文の回数には含めない）

ｃ．ＥＡＬ格下げまたは取消しの対応
特定事象発生通報（１０条および１５条事象）の基準値を下回り、原子力防災管理
者が取り下げまたは格下げの判断を行った場合は、原災法第25条報告にて取り下げ
または格下げするＥＡＬを明示し、その根拠を記載し、連絡責任者より連絡する。

1

指標4：確実な通報・連絡の実施（1/2）

②ＥＡＬ判断根の説明
指標1：情報共有のための情報フロー「ＥＡＬ判断」参照



③10条確認会議等の対応
１０条確認会議および１５条認定会議
 ＥＲＣ対応を統括する安全・品質本部長が資料を用いての説明を対応予定。

④第25条報告
原災法第25条報告は、事象の進展に応じて適切な間隔※で行う。
※適切な間隔とは、以下の場合をいう。
a．原子力事業者防災業務計画に基づく応急措置（原子力災害の発生または拡大防止の
ために講ずべき応急措置）を開始または完了したとき（複数の応急措置を実施する場
合はその都度）。

ｂ．事象の進展があった場合。
ｃ．原災法第10条、15条通報の判断基準を下回ったとき。

なお、本訓練における第25条報告タイミングは、資料「再処理施事業部 原子力防災訓
練（総合訓練）簡易シナリオ」参照とする。

2

指標4：確実な通報・連絡の実施（2/2）



（７）本部事務局は通報文を作成する通報文作成チームを編成し、通報文を作

成するとともに、運転管理班、放射線管理班および本部事務局に対し、通報文

の内容確認を実施する。 

１．再処理事業部対策本部のICS化に伴い、従来、本部席で記載内容の詳細確認していた通報文の事前確

認の運用は廃止注する。ただし通報文のチェック体制を維持するため、以下の確認体制を取る。

注：通報文のうち、ＡＬ、ＳＥ、ＧＥの通報については、発信前に本部席に書画装置で説明する。

 役割 内容 員数 

１ 全般統括係 ・チームの要員編成 

・通報文作成業務の全般統括 

・通報文発信完了の報告 

・通報文案の事前誤記チェック 

（ＥＡＬ通報文作成チェック表（以下、「チェ

ック表」という。）を用いたチェック）

・先行通報文の本部説明 

１名 

２ 統括補佐係 ・全般統括の補佐（通報文案の事前誤記チェック

含む） 

・通報分の発信、完了、次回作成予定の時間管理

（電子ＷＢ記載） 

・通報後の電話連絡の実績管理（電子ＷＢ記載） 

１名 

３ 通報文作成係 ・ＰＣによる通報文案作成 

（再処理担当、廃棄物担当各１名） 

２名 

４ 情報収集係 ・通報文作成係が作成する通報文案作成のための

情報収集 

（再処理担当、廃棄物担当各１名） 

２名 

※：要員が不足時は、原則①～④の順に優先的に体制を編成する。 

※：通報文の事前誤記チェックに使用するチェック表は添付11に示す。

３．通報文の内容については、対策作業の進捗情報と環境情報（放管情報）が高いウエイトを占めること

から、通報文案は、事前に運転管理班（現場統括チーム）と放射線管理班に確認を行う。 

また、ＣＯＰ①を作成する本部事務局（情報管理チーム）には、プラントの概要情報が集中すること

から、本部事務局（情報管理チーム）にも確認を行う。 

４．通報文には実質的に時間制限（判断から１５分以内にＦＡＸ送信）があるため、各班の内容チェック

は、本部事務局の誤記チェックと同時並行で進める必要がある。このため、運転管理班、放射線管理

班は、通報文案の作成開始段階から確認作業を行うため、作成時に担当者（１名以上）を本部事務局

に派遣する。 



【通報文の作成開始から発信までのフロー】 

①ＥＡＬ判断時間や事象の進展状況等から、本部事務局（通報文作成チーム）が通報文案の

作成準備を開始。 

②本部事務局（通報文作成チーム）より、運転管理班（現場統括チーム）、放射線管理班に、

通報文作成のため確認者派遣を要請する。 

（本部内の静粛化のため、マイク等は使用せずに口答で伝達願います。） 

③運転管理班、放射線管理班は本部事務局（通報文作成チーム）作成場所に参集（本部右上

のモニター制御装置付近） 

④本部事務局（通報文作成チーム）に

て、通報文案作成。（チェックコメン

トを反映しつつ修正） 

⑦本部事務局（通報文作成チーム）にて

事前誤記チェック。（チェック表使用）

⑤運転管理班（現場統括チーム）、放射

線管理班の通報文担当者にて通報文案

のチェック 

⑧通報文案（チェック後）の修正

⑥本部事務局（情報管理チーム）のチェ

ック 

⑨連絡責任者の確認、修正 

⑪通報文発信 

印刷し確認 

⑩本部席最終確認（書画装置で説明） 

注：ブリーフィング中は実施不可とし、発信まで時間的猶予が 

ない場合は発信後事後報告とする。 

（ＡＬ、ＳＥ、ＧＥ通報）
（経過報告報） 



№ 確認事項

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　　　　　

確認可能の場合　→　№１２へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

ＥＡＬ判断に関する時系列情報（物理現象が発生した時間、運転監視員が
異常を発見した時間、統括当直長が事象を確認した時間等）が記載されて
いるか。

該当事象なし　→　　記載不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

該当事象あり　→　　通報時の判断時刻、該当事象（ＥＡＬ№）を記載

事象そのものが発生した時刻を記載している　　　　　　　　　　　

主排気筒の指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

モニタリングポストの指示値は確認可能か。

14

15

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

モニタリングポストの指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

17

別のＥＡＬ事象が既に発生（連絡）している場合は、該当事象と判断時刻、Ｅ
ＡＬ№を括弧書きで記載。（例　9：25全交流電源の喪失（ＡＬ２５））

上記各№にチェックは入っているか。 ＯＫ　　‘

原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動
する場合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載さ
れているか

16

発生時刻は原子力防災管理者が判断した時刻か。

適切なＥＡＬは選択されているか。

10

1

2

3

4

5

6

7

通報文は再処理施設用の様式を使用しているか。

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）
連絡先に「通報連絡者」と記載し、括弧書きで電話番号は正しく記載されて
いるか。
（氏名を記載しないことが正）

発生場所は記載されているか。

13

11

12

本通報発信時の運転状態が記載されているか。

8

9

主排気筒の指示値は確認可能か。

想定原因について選択しているか。

第１報以前の運転状態について選択しているか。
※「発生前」とは、一連の通報が発生する前の状態。全通報共通。

再処理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

想定される原因が現状不明の場合　→　「調査中」を選択　　　

不明の場合　→　「再処理施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘　　該当なし　‘

チェック

ＯＫ　　‘

判明している場合　→　「再処理施設（○○）建屋」と記載　　　　

ＯＫ　　‘

想定される原因が様式に記載がないものである場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　              　→その他に内容を記載

ＯＫ　　‘

想定される原因が設備等の故障、誤操作、漏えいの発生、
火災の発生、爆発の発生、地震による影響の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　 　→該当する項目を選択

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　 　　    

確認可能の場合　→　№１４へ　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  

ＯＫ　　‘



№ 確認事項

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

事象そのものが発生した時刻を記載している　　　　　　　　　　　 ＯＫ　　‘

該当事象なし　→　　記載不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

チェック

廃棄物管理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

ＯＫ　　‘

連絡先に「通報連絡者」と記載し、括弧書きで電話番号は正しく記載されて
いるか。
（氏名を記載しないことが正）

発生場所は記載されているか。

発生時刻は原子力防災管理者が判断した時刻か。

適切なＥＡＬは選択されているか。

6

7

想定原因について選択しているか。8

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘通報文は廃棄物管理施設の様式を使用しているか。

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）

ＯＫ　　‘

9
第１報以前の運転状態について選択しているか。
※「発生前」とは、一連の通報が発生する前の状態。全通報共通。

想定される原因が現状不明の場合　→　「調査中」を選択　　　

想定される原因が設備等の故障、誤操作、漏えいの発生、
火災の発生、爆発の発生、地震による影響の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　 　→該当する項目を選択

想定される原因が様式に記載がないものである場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　              　→その他に内容を記載

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

不明の場合　→　「再処理施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

判明している場合　→　「再処理施設（○○）建屋」と記載　　　　

1

2

3

4

5

10

11

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　 　　    

本通報発信時の運転状態が記載されているか。

主排気筒の指示値は確認可能か。

12

ＯＫ　　‘

主排気筒の指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

モニタリングポストの指示値は確認可能か。13
確認可能の場合　→　№１４へ　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　　　　　
確認可能の場合　→　№１２へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

モニタリングポストの指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

14

15
ＥＡＬ判断に関する時系列情報（物理現象が発生した時間、運転監視員が
異常を発見した時間、統括当直長が事象を確認した時間等）が記載されて
いるか。

別のＥＡＬ事象が既に発生（連絡）している場合は、該当事象と判断時刻、Ｅ
ＡＬ№を括弧書きで記載。（例　9：25全交流電源の喪失（ＡＬ２５））

17 上記各№にチェックは入っているか。 ＯＫ　　‘

16
原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動
する場合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載さ
れているか

ＯＫ　　‘　　該当なし　‘

該当事象あり　→　　通報時の判断時刻、該当事象（ＥＡＬ№）を記載



№ 確認事項

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＮＯ　‘　　チェック対象外 ＹＥＳ　‘　　事象について記載する ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

事業部対策本部の設置

9 記載内容が正しく記載されているか。

警戒態勢の発令

10 全ての事項にチェックがされているか ＯＫ　　‘

火災等ＥＡＬに抵触しない事象の発生（発生していない場合もチェック）

けが人および火災等ＥＡＬに抵触しない事象の発生は、ＥＡＬの対策活動
を中断、遅延させる必要のないものか（発生していない場合もチェック）

8 記載内容が正しく記載されているか。

6

7

1

2

3

4

5 発生場所（極力正式名称）は記載されているか。

発生時刻は第１報を原子力防災管理者が判断した時刻か。

第１報で連絡した警戒事象が記載されているか。

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）

連絡先に連絡責任者の電話番号を記載し、括弧書きで「連絡責
任者」と記載されているか。
（氏名を記載しないことが正）

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＥＡＬを判断するに至る事象について記載しているか

不明の場合　→　「再処理施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

判明している場合　→　「再処理施設（○○）建屋」と記載　　　　

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

再処理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動する場
合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載されているか

ＯＫ　　‘
該当なし　‘

ＥＡＬの通報完了時刻

けが人の発生（発生していない場合もチェック）

ＥＡＬの記載（時間は事業部長が判断した時刻、末尾は括弧書きで当該Ｅ
ＡＬ№）が記載されているか

ＥＡＬの発生に対する対策活動の内容が記載されているか
（発生直後で情報未入手の場合もチェック）

対策活動の中断、遅延が発生する事象は発生しているか
（発生していない場合もチェック）

ＥＡＬに関連性のない事象について記載しているか（以下のチェックを実施）

通報文は再処理施設用の様式を使用しているか。

※：廃棄物管理施設については、「再処理施設」を「廃棄物管理施設」と読み替えて使用する。

チェック



№ 確認事項

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　　　　　

確認可能の場合　→　№１２へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

ＥＡＬを判断するに至る事象そのものが発生した時刻、事象のみを記載し
ている

15

主排気筒の指示値は確認可能か。

主排気筒の指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

モニタリングポストの指示値は確認可能か。

ＥＡＬ判断に至る事象の発生（物理現象が発生した時間、運転監視員が異
常を発見した時間、統括当直長が事象を確認した時間等）のみが記載され
ているか。

モニタリングポストの指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

6

7

17

別のＥＡＬ事象が既に発生（連絡）している場合は、該当事象と判断時刻、Ｅ
ＡＬ№を括弧書きで記載。（例　9：25全交流電源の喪失（ＡＬ２５））

上記各№にチェックは入っているか。

10

想定原因について選択しているか。

第１報以前（全てのＥＡＬが対象）の運転状態について選択しているか。
※「発生前」とは、一連の通報が発生する前の状態。全通報共通。

13

11

12

本通報発信時の運転状態が記載されているか。

8

9

原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動
する場合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載さ
れているか

14

1

2

3

4

5

発生時刻は原子力防災管理者が判断した時刻か。

適切なＥＡＬは選択されているか。

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

判明している場合　→　「再処理施設（○○）建屋」と記載　　　　

ＯＫ　　‘

不明の場合　→　「再処理施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

通報文は再処理施設用の様式を使用しているか。

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）

連絡先に連絡責任者の電話番号を記載し、括弧書きで「通報連絡者」と記
載しているか。（氏名を記載しないことが正）

発生場所（極力正式名称）は記載されているか。

ＯＫ　　‘

想定される原因が様式に記載がないものである場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　              　→その他に内容を記載

チェック

ＯＫ　　‘

想定される原因が設備等の故障、誤操作、漏えいの発生、
火災の発生、爆発の発生、地震による影響の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　 　→該当する項目を選択

想定される原因が現状不明の場合　→　「調査中」を選択　　　

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

該当事象なし　→　　記載不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

該当事象あり　→　　通報時の判断時刻、該当事象（ＥＡＬ№）を記載

ＯＫ　　‘

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　 　　    

確認可能の場合　→　№１４へ　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

再処理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

ＯＫ　　‘　　該当なし　‘

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

ＯＫ　　‘

16

ＯＫ　　‘



№ 確認事項

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

チェック

想定される原因が様式に記載がないものである場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　              　→その他に内容を記載

ＯＫ　　‘

想定される原因が設備等の故障、誤操作、漏えいの発生、
火災の発生、爆発の発生、地震による影響の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　 　→該当する項目を選択

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

廃棄物管理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

ＯＫ　　‘　　該当なし　‘

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　

顕著な変化がある　→　「変化あり」を選択し具体的な測定値を記載

想定される原因が現状不明の場合　→　「調査中」を選択　　　

不明の場合　→　「廃棄物施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

判明している場合　→　「廃棄物管理施設（○○）建屋」と記載　　　　

ＯＫ　　‘

通報文は廃棄物管理施設用の様式を使用しているか。

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）

連絡先に連絡責任者の電話番号を記載し、括弧書きで「通報連絡者」と記
載しているか。（氏名を記載しないことが正）

発生場所（極力正式名称）は記載されているか。

本通報発信時の運転状態が記載されているか。

発生時刻は原子力防災管理者が判断した時刻か。

適切なＥＡＬは選択されているか。7

6

主排気筒の指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

モニタリングポストの指示値は確認可能か。

10

想定原因について選択しているか。

第１報以前（全てのＥＡＬが対象）の運転状態について選択しているか。
※「発生前」とは、一連の通報が発生する前の状態。全通報共通。

13

11

12

8

9

1

2

3

4

5

ＯＫ　　‘

14

15

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　 　　    

確認可能の場合　→　№１４へ　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  

顕著な変化がない　→　「変化なし」を選択　　　　　　　　　　　モニタリングポストの指示値に顕著な変化は認められるか。
（顕著な変化→明らかに通常値と異なる場合（具体的な数値設定はない））

確認不能の場合　→　「確認中」を選択　　　　　　　　　　　　　　

確認可能の場合　→　№１２へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

ＥＡＬ判断至る事象の発生（物理現象が発生した時間、運転監視員が異常
を発見した時間、統括当直長が事象を確認した時間等）のみが記載されて
いるか。

ＥＡＬを判断するに至る事象そのものが発生した時刻、事象のみを記載し
ている

主排気筒の指示値は確認可能か。

17 上記各№にチェックは入っているか。 ＯＫ　　‘

16

別のＥＡＬ事象が既に発生（連絡）している場合は、該当事象と判断時刻、Ｅ
ＡＬ№を括弧書きで記載。（例　9：25全交流電源の喪失（ＡＬ２５））

原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動
する場合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載さ
れているか

該当事象なし　→　　記載不要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

該当事象あり　→　　通報時の判断時刻、該当事象（ＥＡＬ№）を記載



№ 確認事項

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＮＯ　‘　　チェック対象外 ＹＥＳ　‘　　事象について記載する ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

9
添付資料による報告の有無のチェックを選択しているか。
（添付資料に記載する該当事項があるか。） ＯＫ　　‘

事業部対策本部の設置

警戒態勢の発令

再処理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

※：廃棄物管理施設については、「再処理施設」を「廃棄物管理施設」と読み替えて使用する。

8

6

7

1

ＥＡＬを判断するに至る事象について記載しているか

不明の場合　→　「再処理施設」だけ記載　　　　　　　　　　　　　 

ＥＡＬの記載（時間は事業部長が判断した時刻、末尾は括弧書きで当該Ｅ
ＡＬ№）が記載されているか

ＥＡＬの発生に対する対策活動の内容が記載されているか
（発生直後で情報未入手の場合もチェック）

対策活動の中断、遅延が発生する事象は発生しているか
（発生していない場合もチェック）

2

3

4

5

ＯＫ　　‘

記載内容が正しく記載されているか。

ＥＡＬに関連性のない事象について記載しているか（以下のチェック以を実施）

ＯＫ　　‘

判明している場合　→　「再処理施設（○○）建屋」と記載　　　　

連絡先に連絡責任者の電話番号を記載し、括弧書きで「連絡責任者」と記
載されているか。
（氏名を記載しないことが正）

発生場所（極力正式名称）は記載されているか。

発生時刻は最初に発生した特定事象等（ＳＥもしくはＧＥ）を原子
力防災管理者が判断した時刻か。

最初に発生した特定事象等で連絡したＥＡＬの内容が記載されて
いるか。

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

通報文は再処理施設用の様式を使用しているか。

チェック

ＯＫ　　‘

第1報から施設ごとの通し番号となっているか。

通報者名は原子力防災管理者の氏名が記載されているか。
（原子力防災管理者が不在等の場合は、代行者の氏名が記載されている
か）

２ページ目に進む

10 記載内容が正しく記載されているか。

原子力防災管理者の不在等により代行者が事業部対策本部長として活動する場
合および原子力防災管理者の復帰や交代する場合の連絡が記載されているか

ＯＫ　　‘
該当なし　‘

ＥＡＬの通報完了時刻

火災等ＥＡＬに抵触しない事象の発生（発生していない場合もチェック）

けが人および火災等ＥＡＬに抵触しない事象の発生は、ＥＡＬの対策活動
を中断、遅延させる必要のないものか（発生していない場合もチェック）

けが人の発生（発生していない場合もチェック）



№ 確認事項

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘
ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘

12 放射性物質の放出見通しについて記載したか。

13 放射性物質の放出について記載したか。

再処理施設ＥＡＬ通報文作成チェック表

※：廃棄物管理施設については、「再処理施設」を「廃棄物管理施設」と読み替えて使用する。

チェック

11 施設状況の入力は記載したか。 ＯＫ　　‘

ＯＫ　　‘16 全ての事項にチェックが入っているか。

14 モニタリングポスト、主排気筒モニタ、気象条件を記載したか。

15 その他、必要とされる事項は記載されているか。 ＯＫ　　‘

放出する見通しがない場合　→　未記載　　　　　　　　　　　　　 

放出する見通しがある場合　→　必要事項を記載　　　　

放出がない場合　→　未記載　　　　　　　　　　　　　 
放出がある場合　→　必要事項を記載　　　　

モニタリングポスト、主排気筒に有意な値の検出がない場合　→　未記載　　　　　　　　　　　　　 

モニタリングポスト、主排気筒に有意な値の検出がある場合　→　必要事項を記載　　　　　　　　　　　　　 





































































































































4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

○2018年度訓練報告書

○原子力規制庁防災訓練報告会

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体化

　‘改善事項№１～№３

　　・行動規範（ガイドライン）の見直し

　　・事業部対策本部員（ERC対応室含む）　練習会 　 ▼▼▼ ８／１９、９／４、９／９実施

　‘改善事項№４

　　・ERC対応心得の見直し メモ：１１月Mまでに実施予定

　‘改善事項№５～７

　　・COP資料の記載見直し メモ：１１月Mまでに実施予定

　‘改善事項№８

　　・ERC配備資料への所内電系統図の追加 １０／○ＥＲＣ配備資料更新

○その他改善事項

　　・事業部対策本部　運用見直し（ICS導入）

　　・COP資料（現状設備対応）の充実化

○中期計画等見直し

　・事業部　中長期訓練計画改正
・個別訓練（９月）実施のため、訓練想定
変更（しゅん工後→現状施設想定）

　・全社中期対応方針見直し検討・改正 ･ＮＲＡ評価指標、訓練結果反映

　・事業部　中長期訓練計画改正 　　
･全社中期対応方針反映、今年度訓練想
定変更（総合訓練をしゅん工後想定に変
更）

○防災業務計画見直し

　・ＥＡＬ見直し検討（排気モニタ、プール水位） 副原子力防災管理者検討も含む

PLAN 訓練計画 ・原子力防災訓練（個別訓練（事業部訓練））計画策定 ８／２制定

DO 訓練実施 ・原子力防災訓練（個別訓練（事業部訓練））　実施 　 ９／１２実施

CHECK 訓練評価 ・反省事項整理、報告書作成 １０／１７承認

ACTION 改善実施 ・本部内ブリーフィング方法、指示方法等の見直し。

PLAN 訓練計画 2019年度訓練計画策定

DO 訓練実施 2019年度訓練実施

ＣＨＥＣＫ 訓練評価 〇訓練評価

　・社内自己評価 　 訓練後第１週

　・対策の有効性評価

　・パンチリスト整理 ･訓練終了後、1週間後に受領

　・課題の抽出、原因分析、対策検討

　・対策の方針決定

○2019年度訓練報告書 2/10辺りに面談予定

○原子力規制庁防災訓練報告会

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体化と実施

○中期計画見直し検討

○事業者防災業務計画見直し

PLAN 訓練計画 ○2020年度訓練計画策定 ・調整による

DO 訓練実施 ○2020年度訓練実施 ・調整による

CHECK 訓練報告

2019年度 再処理事業部 防災訓練後の改善スケジュール

備考実施事項
2019年度 2020年度

対外説明

県村協議

¥

▼8/28改正

▼10/15改正

▼6/28

▼6/7

▽12/17

▼7/18改正

▼9/12実施

▽

凡例

：計画

：実績



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

○2018年度訓練報告書 ▼6/7

○原子力規制庁防災訓練報告会 6/28▼

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体化

　・「全社対策本部要員の心得」見直し

　・「ERC対応の心得」見直し

　・要素訓練実施

      後方支援拠点設営訓練 　　▼7/25、26（エアーテント設営訓練）▽（冬季訓練）

　　　全社対策本部運営訓練

　　　ERC対応訓練

○その他改善事項（事業部支援） 【訓練実績】

　・ERC対応訓練（ERCプラント班役として参加）

（濃縮）5/10、7/1、7/5
（埋設）5/30、8/5、9/2
（再処理）8/19、9/4、9/9、9/12

　・COP等改善 ・ERC対応訓練を通じて実施

○中期計画等見直し

　・全社中期対応方針見直し検討・改正 　　　▼8/28改正 ・訓練結果、指標見直し反映

　・全社対策本部中期計画改正 ▼9/10改正

　・全社対策本部年度計画策定 ▼7/8制定▼9/10改正

○事業者防災業務計画見直し

　・輸送・排気モニタ・臨界の検討

PLAN 訓練計画 2019年度訓練計画策定

DO 訓練実施 2019年度訓練実施 　　▽10/29（埋設）

▽11/26（濃縮）

　▽12/17（再処理）

CHECK 訓練評価 〇訓練評価 （以下、全事業部分をまとめて記載）

　・社内自己評価

　・対策の有効性評価

　・パンチリスト整理 （訓練終了後、1週間後に受領）

　・課題の抽出、原因分析、対策検討

　・対策の方針決定

○2019年度訓練報告書

○原子力規制庁防災訓練報告会

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体化

○中期計画等見直し検討

○事業者防災業務計画見直し

PLAN 訓練計画 ○2020年度訓練計画策定 ・調整による

DO 訓練実施 ○2020年度訓練実施 ・調整による

CHECK 訓練報告

2019年度 全社対策本部 防災訓練後の改善スケジュール

備考実施事項
2019年度 2020年度

経緯調査・見直し検討等
対外説明

県村協議



前回訓練の反省事項の検証計画（１／３） 

【再処理事業部対策組織】 

NO. 反省事項 問題点の分析と改善活動内容 検証計画 

問題点 原因 対策/対応状況 

１ 本部事務局は、ＥＲＣ対応チームから要求さ

れたＣＯＰ①に記載される情報（機器の注水

開始時刻）を迅速に提供できなかった。 

・本部事務局は、ＥＲＣ対応チームからの

要求に対し、ＣＯＰ①に記載する情報

（機器の注水開始時刻）を、ＣＯＰ①資

料として集約して回答する必要がある

と判断し、必要な情報を迅速に伝達、説

明することができなかった。 

・行動規範（ガイドライン）では、ＣＯＰ

①の情報については、周期的に資料を作

成することを定めていたが、注水開始の

時間等、ホールドポイントで必要な情報

の要求があった場合、ＥＲＣ対応室から

の要求対応について具体的な規定がされ

ていなかった。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、Ｃ

ＯＰ資料の情報が部分的に必要な場合

は、ＣＯＰ資料の集約、作成タイミング

を待たず、優先的に最新情報を収集して

回答する対応を明記した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

２ 運転管理班は、作成したＣＯＰ③（手順）に

ついて、ＥＲＣ対応室へ配布できなかったた

め、ＥＲＣ対応者は、資料の内容をＥＲＣプ

ラント班へ説明できなかった。 

・ＣＯＰ③（手順）について、事業部対策

本部内で共有（書画説明）したが、資料

がＥＲＣ対応室に配布されなかったた

め、ＥＲＣ対応者は、資料の内容をＥＲ

Ｃプラント班へ説明できなかった。 

・作成したＣＯＰ資料のコピー配布に関し、

事業部対策本部の関係者に対し電子メー

ルで周知したが、徹底が不足していた。 

・コピー配布が行われなかった場合のチェ

ック方法が、定まっていなかった。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、事

業部対策本部内のブリーフィングのルー

ル化と合わせ、各ＣＯＰ資料の作成タイ

ミング、作成を行う機能班を明記した。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、本

部事務局内のＥＲＣ対応管理チームが、

書画装置で説明した資料が漏れなくＥＲ

Ｃ対応室へ配布されていること、配布漏

れがあった場合、作成者に対し資料の提

出を要求することを明記した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

３ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、「ＥＡ

Ｌ判断基準」を用いた説明について、今後の

ＥＡＬの進展予測まで説明できなかった。 

・ＥＲＣ対応要員は、「ＥＡＬ判断基準」

を用いた説明について、その後発展する

ＥＡＬの予測説明ができなかった。（事

業部対策本部内も同様） 

・行動規範（ガイドライン）で、ＥＡＬ判

断時に本部事務局で「ＥＡＬ判断根拠」

を作成して、該当したＡＬ事象について

確認したが、次に何が該当するとＳＥや

ＧＥ事象に発展するのか、その後のＥＡ

Ｌ進展の予測、共有を行うことは定めて

いなかった。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、本

部事務局で、ＥＡＬ判断根拠を作成、説

明する際に、事象進展後にＳＥ、ＧＥへ

進展するものについては、ＣＯＰ①資料

等を使用し、事象進展の予測、時間等を

あわせて説明することを明記した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

４ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＥＲＣ

配備資料を使用した追加説明（建屋内平面図

を使用したホース敷設のルート説明）を十分

にできなかった。 

・ＥＲＣ対応者および補助者は、あらかじ

めＥＲＣ対応室に配備していたＥＲＣ

配備資料を使用して追加説明（建屋内平

面図を使用した、ホース敷設のルート説

明）ができなかった。 

・ＥＲＣ対応者および補助者は、ＥＲＣ配

備資料の概要について、認知していたも

のの、具体的な活用法がＥＲＣ心得に定

められていなかったので使えなかった。 

・ＥＲＣ配備資料を使用することを想定し

た教育・訓練を実施していなかった。 

・ＥＲＣ対応心得を改訂し、ＥＲＣ配備資

料を使用する説明の実施、当該資料を活

用するタイミング、使用資料の例を明記

する。 

・本部事務局のＥＲＣ対応チームを対象と

した個別訓練を実施予定。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

５ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＣＯＰ

①（設備状況ＣＯＰ）を使って、ＧＥ２９（１

２０℃）の猶予時間の説明ができなかった。

・ＣＯＰ①（設備状況ＣＯＰ）について、

クリティカル情報欄の「プール水、蒸発

乾固」欄の時間猶予のうち、ＡＬ２９（１

００℃）、ＧＥ２９（１２０℃）ごとの

猶予時間の説明ができなかった。 

・ＣＯＰ①の様式を定めた際に、蒸発乾固

におけるＧＥの到達時間の情報について

は、ＣＯＰ資料に手書きで記入すること

を考えていたが、具体的な記載方法をＣ

ＯＰの作成者（プレイヤー）に説明して

いなかったことから、記載されなかった。

・ＣＯＰ①資料の様式を見直し、蒸発乾固

におけるＧＥ（ＧＥ２９）の到達時間、

日時の項目を追加した。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、修

正したＣＯＰ資料の様式を追記する。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 



前回訓練の反省事項の検証計画（２／３） 

【再処理事業部対策組織】 

NO. 反省事項 問題点の分析と改善活動内容 検証計画 

問題点 原因 対策/対応状況 

６ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＣＯＰ

②（戦略シート）に記載した準備作業の開始

時間について、誤った説明を行った。また、

内部ループ注水失敗の際に、代替系統の状況

について事業部対策本部に確認することが

できなかった。 

・ＣＯＰ②（戦略シート）に記載した準備

作業の開始時間について、情報の錯綜

（誤解）が発生した。 

・内部ループ注水失敗の際に代替手段とし

て、内部ループの別系統の使用の是非に

ついて、事業部対策本部に確認、説明で

きなかった。 

・ＣＯＰ②（戦略シート）は全般的な対応

戦略の説明資料と定めていたが、作業時

間等の進捗を記載する等、想定した役割

と異なって使用される場合があり、それ

に対応した資料構成になっておらず、記

載ルールも具体化されていなかったこと

から、「作業中」と記載され、「準備」の

作業なのか、「注水」の作業なのか受け取

り側で誤解を招く記載がなされた。 

・ＣＯＰ②（戦略シート）の蒸発乾固の記

載について、設備の基本設計（多重化の

存在）の記載が不足していた。 

・ＣＯＰ②資料を修正し、対策作業のフロ

ー部分に｢作業中｣、「完了」等のステータ

スを明確化するチェックボックスを明記

した。また終了予定時刻の記載欄を儲け、

記入された時間の受け取り側の誤解を防

止した。 

・ＣＯＰ②資料のうち、蒸発乾固対策シー

トについては、注水ループ系統選択を示

すチェックボックスを追加した。 

・行動規範（ガイドライン）を改訂し、修

正したＣＯＰ資料の様式を追記する。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

７ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＣＯＰ

③（進捗）を使用して対策作業の進捗状況の

説明ができなかった。 

・蒸発乾固に関するＣＯＰ③（進捗）につ

いて、機器注水とセル導出の準備が同時 

並行で実施されることがＣＯＰ資料か

ら読めないことから、進捗状況の説明に

使えなかった。 

・ＣＯＰ③（進捗）について、対策の進捗

確認に関する事項に可搬型測定設備（温

度計、流量計、圧力計）の状態に関する

記載がないことから、進捗状況の説明に

使えなかった。 

・ＣＯＰ③（進捗）は各対策作業の進捗を

記載する役割と定め、個々の対策作業の

情報を記載する構成としていたが、対策

活動全体を俯瞰して説明し難い記載とな

っていた。（ＣＯＰ②（戦略シート）の方

が分かりやすい。） 

また、重大事故の各対策作業について、

並行実施（あるいは段階的に実施）する

ことがわかり難い記載となっていた。 

・ＣＯＰ③が対策後の可搬型測定設備の状

態確認をできる構成になっていなかっ

た。 

・ＣＯＰ③の記載構成を見直し、ＣＯＰ②

で記載した対策のフローと同構成とする

ことで対策活動の流れを把握できるよう

にした。またＣＯＰ②の記載情報と重複

を避けるため、作業の開始、終了時間の

みを記載する構成とした。 

・対策作業の実施後に、可搬型測定設備を

用いるものについて、確認されるパラメ

ータ（貯槽温度、プール水位等）を追加

した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

８ ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、所内電

源系統を示す単線結線図等がＥＲＣ配備資

料になかったため、ＥＲＣ対応の開始直後に

施設の電源系統について理解しやすい説明

ができなかった。 

・所内電源系統を示す単線結線図等がＥＲ

Ｃ配備資料になかったため、ＥＲＣ対応

の開始直後に施設の電源系統について

理解しやすい説明ができなかった。 

・施設構造に熟知していない社内外の関係

者への説明の観点での訓練が不足してい

たことから、必要性に気付かなかった。 

・単線結線図を簡略化した概要説明資料を

ＥＲＣ配備資料に追加した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 



前回訓練の反省事項の検証計画（３／３） 

【全社対策組織】 

NO. 反省事項 問題点の分析と改善活動内容 検証計画 

問題点 原因 対策/対応状況 

１ 事務局班長は、埋設事業部対策本部から派遣

された事業部連絡員、デヂエ、電子ホワイト

ボードやＣＯＰ等を用いて施設の状況およ

び事象収束に向けた対策活動の実施状況を

収集し、概ね全社対策本部内に情報共有でき

たが、事業部連絡員が到着するまでの間、Ｅ

ＡＬの判断根拠やＥＡＬの発報状況につい

ては共有できていなかった。（埋設訓練） 

・事業部連絡員が到着するまでの

間、ＥＡＬの判断根拠について全

社対策本部内で確認が行われて

いなかった。 

・ＥＡＬの判断を全社対策本部で共有することは

定めていたが、その根拠を共有することは明確

にされていなかった。 

・事業部連絡員が到着するまでの間について、Ｅ

ＡＬの判断根拠についての確認と周知を誰が

実施するのか全社対策本部要員の心得に定め

ていなかったため。 

・事業部連絡員が到着するまでの間を含め

た全社対策本部内におけるＥＡＬの判断根

拠の確認、共有に関する役割について、全

社対策本部要員の心得に定める。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する。 

２ 全社対策本部は、要員の招集指示後に招集す

る手順であったため、地震発生から全社対策

本部要員の招集までに時間を要した（濃縮訓

練） 

・全社対策本部の設置が明白な状況

において、地震発生から全社対策

本部要員参集まで時間を要した。

・社長の全社対策本部要員の招集の判断後に放送

等により要員を招集する手順になっているた

め。 

・六ヶ所村において震度６弱以上の地震が 

発生した場合など、全社対策本部の設置

が明白な状況においては、社長の判断前

に要員の招集を行う手順に変更する。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する 

３ 事務局班長は、各班からの報告が全社対策本

部長（社長）に対して行われたため、全社対

策本部長（社長）と各班で進行を行い、司会

進行をできない場面があった。（再処理訓練）

・事務局班長ではなく、全社対策本

部長（社長）が司会進行役を行う

場面があった。 

・本部内の発話の運用について、一部見直しを実

施し、各班からの報告の重要事項については司

会（事務局班長）から報告を促される前に自ら

報告する運用に見直したが、具体的な重要事項

の凡例を定めていなかったことから、多くの報

告が重要事項として、直接全社対策本部長（社

長）に報告されたため、司会の事務局班長を介

さず社長と班長で進行してしまった。 

・各班からの本部への報告事項については

はじめに件名と緊急性について発話し、

事務局班長が発話の許可をコントロール

する運用とする。 

・各班から本部への報告事項について直ち

に報告が必要な重要事項の凡例およびブ

リーフィング時に報告する事項の凡例を

作成し周知する。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する 

４ 事業部対策本部のＥＲＣ対応者は官邸プラ

ント班に概況説明を求められた際に、わかり

やすく概況を説明することができなかった。

（再処理訓練） 

・事業部対策本部のＥＲＣ対応者は

官邸プラント班に発災当初から

現在の状況までの概要の説明を

求められた際に、時系列的な説明

を行い、全体概要（施設状況、今

後の進展予測と対策、対策活動の

進捗）をわかりやすく説明するこ

とができなかった。 

・概況の説明を行う際の、説明者、説明すべき内

容および資料の使用の要否をあらかじめ定め

ていなかった。 

・全体概要の説明を行う際の、説明者、説

明すべき内容の具体例および説明時の資

料の使用の要否について「ＥＲＣ対応要

員の心得」に定める。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する 

５ ＥＲＣプラント班に対して、負傷者の詳細情

報について、説明ができなかった。（再処理

訓練） 

・事業部対策本部のＥＲＣ対応者は

ＥＲＣプラント班に対して、負傷

者の詳細情報の説明が不足した。

・負傷者の発生から救護班への引渡しまでの情報

については事業部のＥＲＣ対応者から説明す

ることとしていたが、救護班への引渡し以降の

情報について、事業部対策本部のＥＲＣ対応者

か、全社対策本部のＥＲＣ対応者のどちらが説

明するのか明確になっていなかった。 

・救護班への引渡し以降の負傷者の詳細情

報については、全社対策本部のＥＲＣ対

応者がＥＲＣプラント班へ説明すること

を「ＥＲＣ対応要員の心得」に定める。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実動することによ

り評価可能。 

・改善策の有効性を確認するための確

認事項（チェックリスト）にて評価

する 

以 上 
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廃棄物管理施設の換気筒からの放射性物質放出に係る EAL通報基準について 

 

 

再処理事業所の廃棄物管理施設のガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒（以下「換気筒」

という。）からの放射性物質放出に係る EAL 通報基準について、対象施設の放射性物質の放

出パターンを想定し、その結果を踏まえた検討状況を以下のとおり整理する。 

 

１．現状の通報基準 

廃棄物管理施設の換気筒からは、放射性セシウム及び放射性ルテニウムが放出すると

評価されており、そのうち、周辺監視区域外の濃度限度が厳しい放射性ルテニウム（Ru-106）

を対象に通報基準を算出した。 

 ①通報基準（放出量）：２×10１０〔Bq〕 

Ru-106 の周辺監視区域外の濃度限度（２×10－６Bq/cm３）に、施設条件を踏まえた係

数（10１０（m３））を乗じて算出した。 

 ②通報基準（指示値）：１×10６〔min-1〕 

①にモニタ計数効率等を乗じて算出した指示値は 4.3×10６〔min-1〕であるが、換気

筒モニタの計測範囲（上限）が、１×10６〔min-1〕であるため、その値を通報指示値と

している。 

 

２．廃棄物管理施設の事故評価等を踏まえた放射性物質の放出パターン 

廃棄物管理施設の事業変更許可申請書において、廃棄物管理施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則第十二条「設計最大評価事故時の放射線障害の防止」への適合

として説明している事象は、収納管排気設備の機能喪失事象であり、その事象に伴い

建屋外に放出される放射性物質は以下としている。 

（事故評価では、安全側の評価となるよう換気設備が停止状態となり、地上放出する

としている。） 

 

・放射性ルテニウム：約6.5×10６Ｂｑ 

・放射性セシウム：約3.8×10７Ｂｑ 

 

上記の双方を加えた放出量は、約4.5×10７Ｂｑであり、１．①で算出された通報放出

量に満たないが、仮に、建屋換気設備により、放射性物質が継続的に放出されると想

定した場合の、通報基準放出量に達する時間を、ガラス固化体貯蔵建屋（以下「ＥＢ

建屋」という。）を対象に試算した。 

その結果、事象発生後約９０時間後に、通報基準放出量に達する結果となった。 

 

 

 



〔放出パターン試算の考え方〕 

・収納管排気設備の不具合により、AAWB添付七で評価されている放射性物質が、全量換気筒

から放出される。その際、フィルタのDFは考慮しない。 

・対象建屋は、AAWB添付七のとおりＥＢ建屋とする。 

・放出経路は、収納管に接する搬送室にAAWB添付七で評価されている放射性物質が全量存在

することとし、搬送室の容積を、検査室系排風機の排気風量で換気することとする。（検

査室系排風機にて換気される搬送室以外の部屋の容積は、試算に盛り込まない。） 

 

 

（放射性物質の放出パターン） 

 

３．放射性物質の放出パターンを踏まえたEAL判断方法等 

換気筒からの放射性物質放出時における初動は、上昇傾向把握時又はレベル警報発報

時の早い方となるが、レベル警報発報認識後に排気試料の回収・測定（計約30分）を

行う予定であり、その所要時間は、通報基準放出量に到達する時間（約９０時間）ま

でには十分な余裕があることから、代替手段による判断により、EAL通報遅れとなるこ

とは無いと考える。 

（排気試料の回収・測定は、警報発報以降も、放射性物質の放出状況（換気筒モニタ

の指示値上昇傾向）を把握しながら、複数回実施し、その合計値が通報基準放出量と

なった場合に通報する予定） 

 

なお、換気筒モニタの計測範囲外となる、通報基準放出量については、計測可否の確

認はできなかった。 

 

以 上 
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1.E+07

0 20 40 60 80 100
経過時間(h) 

指示値(min-1) 

4.7×103(min-1) 
(警報設定値) 
→事象発生約0.1h後 

1×104(min-1) 
(事故評価放出量) 
→事象発生約0.2h後 

4.3×106(min-1) 
(通報基準放出量) 
→事象発生約90h後 

1.0×106(min-1) 
(計測上限値) 
→事象発生約20h後 

（試算に用いた係数等） 

放出量：4.5×107Bq 

搬送室の体積：19384m3 

換気設備の排気風量：88,000m3/h(検査室系排風機) 

換気回数：4.5 回/h→13.3min（約 0.2h）で 19384m3
を排気 
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